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●ビジネス構築とブランド構築の統合
近年、ヒト、モノ、カネといった伝統的な経

営資源の捉え方に対して、情報(ノウハウ、特
許)やブランドなどの無形資産が果たす役割に着
目し、それらを第四、第五の経営資源として有
効に活用(資源化)することの重要性が説かれる
ようになってきた。
例えば、IT(情報技術)の高度化やネットワー

ク化が進展する中、急速に関心が高まっている
ビジネス･モデルの革新や、その特許化の問題、
あるいは企業価値経営との関連において顧客、
株主、従業員と結び付ける連結環として再認識
されだした企業ブランドの問題などは、いずれ
も無形資産が果たす役割の大きさや可能性を示
している。
改めて説明するまでもなく、企業の存続と成

長は、持てる経営資源を適切な形で組み合わせ
た上で市場に投入し、その結果として得られる
成果の一部を資産化し蓄積していくことで達成
されるが、今日、企業成長の決め手として考え
られているのは、単に経営資源の量的側面だけ
ではなく、その質的な側面であり、さらには資
源投入の枠組み(ビジネス･モデル)と付加価値化
のプロセス(ブランド力)なのである。
一方で、ブランドは、当該ビジネス･モデルの
アウトプットの意味や価値を顧客に伝達する上
で重要な役割を果たしており、他方、ビジネス･
モデルはブランドに価値の基盤を提供する。そ
の意味で、両者は互いに関連しあう企業経営革
新の二つの柱であり、昨今、ビジネス構築とブ
ランド構築との統合の必要性が叫ばれる所以も
ここにある。
●ブランドを通した顧客との関係性の構築
ところで、共に無形資産として捉えられなが

らも、ノウハウや特許とブランドとの間には決

定的な違いがある。すなわち、(ヒト、モノ、カ
ネといった経営資源も含めて)前者が企業の中に
蓄積されていく資産(資源)であるのに対して、
後者のブランドは、市場の中に(それも消費者の
頭の中に)蓄積されていくタイプの資産である、
という点だ。
ここで注意すべきことは、｢ブランド｣という

確固たる実体が存在するわけではなく、存在す
るのは｢ブランド化された製品｣(あるいは、｢ブ
ランド化された企業｣)であるということ。さら
に言うなら、存在するのは過去のコミュニケー
ション活動や購買･使用経験などを通じて消費者
の頭の中に形成･蓄積された｢製品や企業にまつ
わる知識(情報)｣であり、それこそがブランドの
実体だ、ということである。
したがって、ブランドは本来、企業の資産と

いうよりも、正確には｢消費者(あるいは社会)と
共有される資産｣とでも呼ぶべき存在であり、か
つ、それを直接的にコントロールすることが極
めて困難な存在でもある。唯一、個々の企業に
とって可能なことは、さまざまな接点管理も含
めた統合的で継続的なコミュニケーション活動
を行うことによって、消費者の頭の中に望まし
い知識構造を創り出すことである(ここで言う
｢望ましい知識構造｣とは、当該企業や製品に
とって望ましい評価や行動を生み出す知識構造
ということであり、それが所謂｢ブランド･イメー
ジ｣や｢ブランド･ロイヤルティ｣のベースとな
る)。
その意味で、ブランドを構築するための一連

の活動とは、ブランド(知識)を通して企業と消
費者との関係性を構築し、維持･強化しようとす
る営為でもあり、ブランド･マネジメントは、本
来的に、顧客(消費者)との関係性のマネジメン
トという側面を持っているとも考えられる。

●ブランド構築におけるビジョンの重要性
企業組織の中にではなく市場の側に蓄積され

ていく資産としてのブランド、しかも、消費者
の頭の中に形成･蓄積されていく知識をベースと
したブランドを構築していくためには、一体、
何が重要であり、どうあらねばならないのであ
ろうか。
上述のように、顧客(消費者)の知識ベースで

捉えた場合のブランドの構築は、唯一、統合的
で継続的なコミュニケーション活動(製品自体も
含む広義のコミュニケーション活動)を通しての
み行えるが、そこでの統合性と継続性(一貫性)
の要(核)となるのが、企業にとっての｢意図する
ブランドの姿｣(アイデンティティ)であり、その
ようなブランドの将来像についての明確なビジョ
ンである。
多くの論者が指摘しているように、ビジョン

は一貫性と革新性とを繋ぎ合わせる接着剤であ
り、明確なビジョンを持ったブランド構築によっ
てのみ、過去の資産を継承しつつも変化に対し
て革新的に適応していくことが可能になる。ま
た、明確なビジョンに裏付けられたブランドは、
顧客と企業を結び付けるだけでなく、株主、従
業員といった、さまざまなステークホルダーと
企業とを結び付ける力を持つ。その意味で、ブ
ランドは、最早、単なるマーケティング上の手
段というよりも企業を導き、束ねていく核なの
かもしれない。
いずれにせよ、市場のグローバル化や規制緩

和の進展など、企業を取り巻く環境が激変しつ
つある現在、過去のブランド資産を最大限に活
かしつつも、いかにして新たなブランド構築の
局面を切り拓いていくか。今、マーケターだけ
でなく、企業経営者もまた、本当の意味での資
質と能力が問われていると言えよう。

ブランド･ビルディングの時代
学習院大学経済学部教授 青木幸弘氏
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90年代半ば、米国でナレッジ･マネジメントに急
速に関心が集まった。背景には、リストラやリエン
ジニアリングで企業の知が人材とともに流出してし
まうのを食い止めたいという思いがあった。企業は
属人的ノウハウを、学習や内部協業の制度、ITシス
テムによって組織内に貯え、継承しようとした。ナ
レッジ･マネジメントはそのための新手法だった。
いまもナレッジ･マネジメントといえば、｢ベストプ
ラクティス(成功ノウハウ)を組織的に共有し、活用
し、スピードや生産性向上、利益に結びつける手法
で、はやく広く情報共有するためにITを活用する｣
といった理解が一般的だ。
しかし、これは重要な見方だけれども、従来のIT
システムの延長線上にある組織内部の改善手法にし
かすぎないともいえる。
最近、実践の時代に入った米国では、ナレッジ･
マネジメントが経営戦略として明確化されていない
といった批判が生まれている。より重要なのは、ナ
レッジ･マネジメントを今後の成長や競争を睨んだ、
経営革新のプロセスとして捉えることである。その
意味で、現在言われているITベースのナレッジ･マ
ネジメントの視野は狭い。筆者は｢知識経営｣－知識
に基づいて価値を生み出す経営－という概念でナ
レッジ･マネジメントを捉え直すべきだと考える。

では、どのようにして企業は知識から価値を生み
出すのか。それは知識資産の活用と創造によってで
ある。
企業の知識資産には、顧客(市場)の知識、組織内
で培われた知識、製品に直結した知識の3つがある。
(1)｢顧客知｣とは、顧客についての知識の把握だけ
でなく、顧客との知識の共有も意味する。共有
によって問題解決やサービスの質が高まり、継
続的に顧客価値を高めることができる。例えば、
ソフトウェア開発において、ネット上のベータ
サイトに顧客を参加させることで知を共有する、
といった手法が該当する。また、ブランドも、
顧客の知覚によって成り立つ重要な知識資産と
いえる。
(2)社内の｢組織知｣には、現場の個々人が経験的に
蓄積したノウハウから、製品開発･デザインなど
の知的方法論まで、さまざまなものがある。冒
頭で指摘したような狭義のナレッジ･マネジメン
トも、この組織知が対象である。つまり、ベス
トプラクティスや組織に偏在している有効な知
識を共有することであり、これによって業務の
質やスピードを高めることができる。
(3)｢製品知｣は、中核的な技術や、製品を市場化す
るために必要な補完的知識資産を意味する。製
品知は、知財として特許やライセンス、コンサ
ルティング収入の源ともなる。またi‐アプライア
ンスなどと呼ばれるようなインテリジェンス家
電製品のように、製品が知識のゲートウェイと
なることで、コモディティ商品に対する差別化

や付加価値化が可能になる。
こうした知識資産の活用に加え、組織内では新た
な知識創造にかかわる諸活動が行われる。組織内の
インフォーマルな知の交流、プロジェクト･チーム
などの集団、特定の課題を共有する部門間のネット
ワーク、顧客との対話などである。既存の知識資産
を活用しながら、新たな知識､価値が生まれるべく、
こうした｢場｣をデザインし、促進していく必要があ
る。
さらに、以上のような知識資産活用プロセスや知
識創造のための組織活動全体が｢企業価値｣として市
場で評価される。大きな産業の変化の傾向として、
企業の有形資産よりも無形(知識)資産からより多く
の価値が生み出されるようになっている。ハードを
持たないソフトやノウハウだけの企業が大きな時価
総額を背景に資本を調達できる(もちろん、市場評
価が正当か否かを吟味するには、企業の知識資産と
能力を分析しなければならないが)。このような企業価
値のインパクトを織り込みつつ、知識の創造と活用を
展開することが、知識経営だといっていい。 (図)

さて、日本企業においてもナレッジ･マネジメン
トへの関心の高まりは著しい。一方で、その実践は
容易でないともいわれる。トップの関心から現場で
の実情に至るまで、幅広い調整活動が要求されるし、
データとは異なり意味的情報を扱うという難しさが
あるためと思われる。しかし、結果としてITシステ
ムに着地するにしても、導入は知識経営や知識戦略
の観点から出発すべきである。そこで重要になるの
は、人間系の仕組みである。
ナレッジ･マネジメントのためのシステムは一見
さまざまなツールの寄せ集めである。
ある例では、グループウェア、メッセージング、
Webブラウザ、ドキュメント･マネジメント、探索
および検索、データ･マイニング、知識表現、プッ
シュ技術、エージェントなどが利用されている。さ
らに、その他、通信技術、周辺機器やオフィス環境

である。情報化の進んだ競争環境下ではIT投資は必
須なのである。ではどうすればいいか？ 同報告書
はIT投資の成果を上げるにはユーザをITワーカー
(ITを使いこなせるナレッジ･ワーカー)として育成
できるかどうかが鍵だと結論している。人間系の重
要性を言っているのである。
｢場｣はナレッジ･ワーカーが交流、集合、対話し
ていく過程で共有される知識の文脈や関係性を意味
する。それはプロジェクト･チーム、物理的なオフィ
ス、仮想的グループやコミュニティなどによって形
成される。最近話題になっているコミュニティ･オ
ブ･プラクティス(実践の共同体)といった概念も1つ
の｢場｣のパターンである。それは、多様な知識･能
力を持ったナレッジ･ワーカーが組織や領域を超え
て知識を持ち寄り、共同で知識創造する実践の場の
ことである。
｢場｣の概念は、ナレッジ･マネジメント･システム
で採用すべき技術選択の際の基本的評価軸ともな
る。例えば、ノウハウを知識ベース化する場合、事
実上システム内に蓄積されるのは知識でなく意味的
情報である。情報共有と知識共有は異なる。知識は
人間依存であり、情報として流せば文脈や脈絡が欠
落して断片化してしまう。
では、知識は伝達したり記録できないのかという
と、その文脈や脈絡を補うことで、ある程度再現可
能になる。つまり、どのような状況で、誰がその知
識を生み出したか、といった切り口から意味的情報
を捉えられるような仕組みが、システム側に求めら
れることになる。
また、専門家のネットワーク、コミュニティ･オ
ブ･プラクティスをサポートするような場の仕組み
の有無も重要であろう。
基本的にはいかなるITシステムも、それ単体では
ナレッジ･マネジメント･システムたり得ない。情報
共有でなく、人々を参加させ、知識の共有･活用･創
造のプロセスを生み出す努力がシステム側、組織側
双方に不可欠である。ナレッジ･マネジメントにお
いて組織文化の変革が重要とされる所以である。

との融合など、技術は広
範で複雑に見える。しか
し、基軸になるのは、い
かに複雑なシステムを作
るかでなく、ナレッジ･
ワーカーが知識を活用･創
造する｢場｣をデザインす
ることである。
｢場｣のデザインは、ナ

レッジ･マネジメントだけ
の問題でなく、本来のIT
のあり方にもつながる。
ある米国金融業界のIT投
資額と企業収益性の関係
の研究によれば、両者に
は何の相関もない。
しかし、だからといっ

てIT投資を止めれば市場
シェアを失う、というの
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司会 光伝導機さんでは、中期3カ年計画の中で
｢Step Up 500｣という営業政策を展開されていますが、
それは、ナレッジ･マネジメントの面からも非常に興
味深いものだという印象を受けています。本日は、そ
の｢Step Up 500｣を中心に議論を進めていきたいと思
います。具体的にどのように展開されているかを伺う
前に｢Step Up 500｣の出現の背景からご紹介ください。
福嶋 当社は生産材の流通(販売)を担っている会社
ですが、これまで高度経済成長の波に乗って、成長
路線を歩んできましたが、98年に対前年比で売上が
落ち込みました。その時に、これまでの営業政策を
改善するための議論がなされました。しかし、長い
間成長路線を歩んできたため、｢環境が良くなれば、
また売上は上がる｣という楽観的な意識が強く、現
実の厳しさを直視する意識に欠けていました。
そこで、新たな成長路線に乗せるには、戦略という
よりも、企業文化を根底から変える必要があると判
断したのです。このため、経営会議のメンバー12人
(部長)を集めて、“弱みの研究会”を実施しました。
この研究会を開催する前に、私は各メンバーに3つ
のテーマについてレポート提出を指示しました。
テーマの内容は、①会社の弱みは何か、②部長として
の弱みは何か、③会社の弱みと個人の弱みの関係
(会社の弱みが知らず知らずのうちに自分の弱みに
つながったのか、あるいは自分の弱みそのものが会
社の弱みになったのか、それとも、会社の弱みと自
分の弱みは別々のものであるのか)というものでした。
これらのレポートを総括すると、｢弱みを課題と
して解釈して、しかもその課題は将来への課題で
あって、それを自らクリアして強みに変えていく｣
という意見がほとんどでした。
私は、弱みを課題に置き換えて考えること自体が根
源的な弱みであり、現実を直視する勇気がないことの
現われだと感じました。この背景には、｢現実を直視し
ないで願望でものを考える｣企業文化がありました。
今まで培ってきた企業文化では、企業環境の激しい時
代には通用しない、企業文化そのものを変えていか
ないと安定的な成長はできないと私は判断しました。

ナレッジ･マネジメントも第二段階に入り、その関心もベストプラクティスの共有･移転から価値創造のプロ

セスへとその中心が移りつつあります。これは、ナレッジ･マネジメントが、｢個を活かす｣という意味で、そ

の重心が、情報システム系から人間系に移ってきたからだと考えられます。

本鼎談では、光 伝導機(株)の福嶋　猛社長に、経営の現場で実践されているナレッジ･マネジメントをご紹介

いただくとともに、実務経験と研究者としての豊富な識見をお持ちの、文教大学 情報学部の根来 龍之教授に

解説を交えていただきながら、ナレッジ･マネジメントの本質に迫ってまいります。

司会　なるほど、Step Up 500の狙いは、企業文化の
変革だったのですね。
福嶋　Step Up 500は｢会社(仕事)の仕組みを作り替
えて、利益の生まれる構造を作り出し、そのプロセ
スを通じて企業文化の変革を推進する｣ための経営
3カ年計画の中核です。具体的には、企業文化、組織
風土、組織メンバーの習性からなる企業体質を変え、
①仕事の機能を明らかにし、②仕事に対する役割を
明らかにし、③仕事のやり方を変え、仕事と仕事の
関係を作り変えることで会社の仕組みを変えていこ
うとするものです。
根来　普通、自社の強みを探して、それを伸ばすと
いう考え方が多いのですが、あえて弱みを探るのは、
アンチテーゼとして大変面白い考え方です。そこで
お聞きしたいのですが、それまでの成長を支えてき
た強みを強化するのではなく、弱みを探すという考
え方をし、強みを活かすという考え方を積極的に否
定した理由は、何だったのでしょうか。
福嶋　企業の収益構造を業績と社数(得意先)の関係
で見ると、20％の得意先で80％の売上を占めるとい
うのが一般的な構造です。しかし当社の場合、得意
先の15％で80％を売り上げるという構造になってい
ました。その15％の得意先は、当社に格別の期待感
を持ち、我々もそれに応えた商品やサービスを提供
してきました。そのマーケット環境の広がりに応じ
て当社の売上も伸びていたのです。そして、営業担
当者は自分の担当企業の中でも売上を伸ばしやすい
得意先をメインに対応し、それ以外の得意先とはあ
まり関係を強化しようとしなかった。
ところが、マーケットが縮小してくると、今まで
消極的だった85％の得意先との関係を強化しないと
新たな成長はできない状況になってきました。しか
し15％の得意先との間で培った営業スキルは、残りの
85％の得意先には、まったく通用しなかったのです。
このように、我々の強み(15％の顧客向けの営業
スキル)は、環境が良ければ発揮されるが、逆境で
は逆に弱みとなってしまいます。これが我々の状況
だったのです。

司会　15％の得意先に通用した営業スキルが、残り
の85％の得意先には通用しなかった理由は何ですか。
福嶋　商品を買っていただく時に一番のベースにな
るのはコミュニケーションです。コミュニケーショ
ンが前提にあって、そこから商談が始まる。15％の
得意先は過去からの長いお付き合いの中で、コミュ
ニケーションが出来上がっていましたが、残りの
85％の得意先とはコミュニケーションが上手くでき
ていなかった。
そこで、Step Up 500を作った時に、｢1社で月5,000
万円の売上顧客よりも、500万円で10社の売上顧客
を獲得しよう｣というスローガンを掲げました。つ
まり、少ない社数で大きな売上を得るのではなく、
多い社数で大きな売上を得ようというもので、この
ための関係を作っていけるスキルを高めていこうと
したわけです。
司会　Step Up 500の500とは、目標とする｢1社の売
上500万｣の500だったのですか。
福嶋　そうです。一部の得意先で売上目標を達成す
るのではなく、得意先1社ずつとの関係性を良くす
ることで、我々の売上収益構造を安定させようとし
たのです。
根来　顧客との関係を深めながら、段々と、まさに
ステップアップしていって500万のレベルに達する、
というプロセスは、Step Up 500の根幹をなすものだ
と思われます。このステップアップの仕組みについ
て教えていただけますか。
福嶋　得意先との関係をコミュニケーション･レベルと
リレーション･レベルという2軸で整理しました。 (図1)
まず、コミュニケーション･レベルを作り、得意先
をプロットしてみました。レベルは、①｢無関心｣：
当社に対する関心が無い、②｢関心｣：当社に関心を
持っていただいている、③｢対話｣：双方向のコミュ
ニケーションができ、かなり対話していただける、④｢選
択｣：商談に際し当社を選択していただけるウエイトが
高い、⑤｢信頼｣：お互いにさまざまな要望を出し、提
案ができる、最も深い関係、の5段階です(図1の縦軸)。
次いで、これに予算を当てはめ、これら個々の得意
先ごとに、どういう関係を作ったらいいかを考えまし
た。そのために、関係の成立過程を、｢関係の形成｣―
｢関係の維持｣―｢関係の改善｣―｢関係強化｣という
4つのリレーション･レベルに整理しました(図1の横軸
および右の縦軸)。
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そして、営業マンに、営業活動のプロセスとして、
得意先との関係を、①形成するコース、②維持する
コース、③改善するコース、④強化するコースの
4つのコースを提示しました。これにより、営業マン
の活動は、担当した得意先のコミュニケーション･レ
ベルを上げることだということを明確にしたのです。
司会　顧客との信頼関係でビジネス展開を強化しよ
うと考えたわけですね。仕組みは分かりましたが、
その考え方を営業マンにどういうプロセスを経て具
体的に浸透させていったのですか。
福嶋　営業マン1人ずつの売上評価から、1得意先ず
つ、得意先との関係がどう変わったかを見るという
形に評価の仕組みを変えました。その前提として、
仕事の原点を同等にする必要があり、営業マンが持
てる社数をコースごとに決めました。コースごとに
難易度があり、それに応じて、形成コースは20社、
維持コースは15社、改善コースは10社、強化コース
は5社としました。これによって、どのコースを選
んでも、難易度について営業マンの仕事をする条件
は同じになります。
また、営業マンの資格等級制度とコースの難易度
の組み合わせも行っています。例えば、資格等級の
低い営業マンは難易度の低い維持コースを持つのが
基本的な組み合わせですが、自分の等級よりも上の
難易度のコースを選べば、その時点でプラスの下駄
をはかせることで、挑戦意欲を高めています。
司会　顧客との関係が改善されたというのは、具体
的にどうやって判定するのですか。
福嶋　基本的には目標金額ですが、その内容が問題
です。例えば、改善コースで10社を担当し予算が月
2,000万円だとすると、その営業マンが2社で2,500万
売り上げた場合、予算達成の評価はするが、残り
8社は改善できていないのでマイナス評価になりま
す。2,500万売っても評価としてはあまり良くない
のです。要するに、2,000万の予算を10社の関係目
標で達成した方が評価はドーンと良くなります。

根来　単純な売上目標ではなく、顧客との関係がど
のようなレベルにあるかということで営業マンの行
動を自己判断してもらう、あるいはそれで評価する
という考え方ですが、そのためには、営業マンは、
いろいろなことをしなくてはなりませんね。
例えば、訪問時にこういった話を持っていくと良
い、といったノウハウの共有がありますが、この点は
いかがですか。

福嶋　顧客への提供価値をどう定義
し、それをどうやって提供していく
かを議論しました。その結果、顧客
への価値提供は2つあり、それを実
行するにはノウハウの共有が必須に
なると考えました。
1つは、技術課題です。顧客がそ
の市場で優位性を確保するには、生
産設備など製品の競争力を強化する
技術を提供することに価値がありま
す。当社では、営業マンが日報を作
成する際に、全社で共有したいこと
を自己判断して｢情報シート｣(図2)に
記入しています。このシートには、
顧客へのアプローチやプロセスの問
題など、すべてが入っています。さ
らに、発注を受けた案件だけを取り

出し、我々のソリューションのどこに顧客が満足し
たかを、テクノロジの面から再編集した｢テクニカ
ル･シート｣があります。営業マンは、訪問･面談の
際、これらのシートを活用しています。
もう1つは、顧客の生産活動におけるオペレー

ション･コストの改善を提案することです。そのため
に、営業マンの成功事例をモデル化し活用できるよ
うにしています。
司会　具体的には、どのような使い方をされていま
すか。
福嶋　一番大事なの
は、ソリューション
の提案です。顧客が、
どういうワーク(対
象)をどんな方法で
やっているか、そこ
での課題と考えてい
るコトは何か、それ
に対し我々は、どう
いう解決策を提示
し、具体的な商品として何を納めたかを目に見える
形にし、これを蓄積しています。
したがって、ある営業マンが客先を訪問して同じ
ようなワークがあったら、前の事例から不具合や課
題を発掘したり、解決策を見い出したりしています。
現在、このためのデータ蓄積を進めています。
根来　先ほどの売上が落ちてきたときの弱みの研究
会、あるいは顧客関係性重視の営業方針に切り替え
る段階で、営業マン個々の経験に頼るようなやり方
からノウハウ共有型への切り替えを行われたわけで
すが、抵抗なく進みましたか。
福嶋　すぐには進みませんでした。毎月スコアカー
ド(評価)が出てきます。この評価を見て営業マンは
自己反省する。これによってStep Up 500の持つ意味
が、少しずつ理解されるようになっていきました。
根来　すると、まず関係性重視の考え方があって、
その中でノウハウの共有化が進んでいったわけです

ね。ノウハウを出し合うということに営業マンの中
に抵抗はなかったですか。
福嶋　冒頭にお話したように、我々がこれから作っ
ていく企業文化の中で、自律分散型の組織を作って
いこうと定義しました。これは、自分自身を明らか
にして、他者との関係を作っていくオープン型組織
であるとうたっています。これがかなり浸透してき
たために、ノウハウ共有に抵抗感がなくなったのだ
と思っています。公式の場だけでなく、縄のれん
(赤提灯)など非公式な場でも営業マン同士が連絡を
とって相談し合っており、情報交換の場がかなりで
きています。コースごとの会議もやっています。共
通の悩みを持っているため、かなり集まりもよいよ
うです。
司会　これは今後さらにグループウェアのようなシ
ステムにしていく予定はあるのでしょうか。
福嶋　あります。コンピュータ化して自由に検索で
きるようにしたい。ワーク別、商品別の解決例など
を検索できるようにもしたいと考えています。

根来　情報の解釈を共有化するためには、言語を共
通化する必要があります。この面で、どんな工夫を
されていますか。
福嶋　我が社では、議論をする回数が非常に多い。
会議という名称を付けていますが、実際には、何か
結論を出すことが目的ではなく、議論を通じて会議
に参加しているメンバーが何か自己発見すればよい
としています。こういう形で共有を図るというケー
スが多いようです。
根来　結果のレポートを書くことにも意味がある
が、それ以上に会
話の中で自己発見
していくプロセス
が重要だと捉えて
いるわけですね。
ところで、少し

視点が変わります
が、貴社の文書の
中で使われている
ビジネス･モデル、
メンタル･モデルといった言葉に営業マンは抵抗を
持ちませんでしたか。｢訳の分からない｣ことを社長
は言っているということはなかったか、ということ
ですが…。
福嶋　以前から社内で使っている言葉は手垢がつい
ていて危機感を持っていました。そこで6年前に社
内に｢光ビジネススクール｣を作って、中核メンバー
にマーケティング理論とマネジメントの勉強をさせ
ました。そのころから経営の戦略用語を部下との日
頃の会話の中で意識的に使ってきた。これが功を奏
しています。
根来　耳慣れない新しい用語が、却って真意を伝え

たということでしょうね。対話
を考えた時、用語が通じない人
とは対話ができない。もう1つ、
文脈の共有が無い人とは深い対
話ができない。だから、関係を
重視していこうとすると、まず
用語の共有から始める必要があ
ります。
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福嶋　抽象度の高い言葉が多いので、“メタファー”
をよく使っています。具体的な仕事の事例や日常生
活の1断面を使って、“喩えば…”で説明するのです。
そうしないとなかなか伝わらない。
根来　対話を重ねながら顧客との信頼関係を築く基
盤として、文脈の共有も重要ですね。文脈の共有が
ないと信頼関係が築けない。
福嶋　得意先を理解しようという姿勢と相手の何を
理解するかが重要だというのが我が社の活動の文脈
ですね。基本的には、トータル･コスト改善とテク
ノロジ･ソリューションの2つの切り口からお客様の
理解を深めるようになってきています。
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司会　弱みの研究会を開催して以来の3年間で、企
業文化はどう変わったのでしょうか。
福嶋　基本的には、企業文化は売上の収益構造に最
も反映されやすいと考えています。売上の収益構造
がどう変化したかを見ると、過去の＜15％(社数)･
80％(売上)＞が、今年度前期で＜35％･80％＞に
なっています。これは構造が変わった、企業文化も変
わったということを示しています。クローズド型の
風土を持っていた組織も、情報発信型になりオープ
ン型に変化してきています。
根来　それは、他律拡散型から自立分散型の組織風
土に変わってきたということでしょうか。
福嶋　他律拡散というのは、他社の問題にすり替え
て自分自身を隠してしまうクローズ型の組織である
と社内で定義しています。我々が言っている自律分
散型というのは、自分自身を明らかにして、他者と
の関係を作って行くオープン型の組織と定義してい
ます。私が社長に就任したときに、“For the
Knowledge Creating Company”という経営ビジョン
を掲げました。我々は、自律分散型組織の実現に
よって、“知識が絶えず新たに生まれてくる企業”
を目指しています。そのためには今のネットワーク･
システムを“ワーキングさせて”、組織学習ができ
るような組織構造へ改善し、真のKnowledge
Creating Companyになろうとしています。

司会　企業の経営戦略は、組織の個々人の価値観と
企業の価値観とを統合して初めて実現できるといえ
ます。その観点から、どのような試みをしていますか。
福嶋　経営陣が戦略を説明する時は、書き物と話し
言葉で行います。このとき聞き手は目と耳を使って
理解しますが、行動は人によってバラバラになりま
す。これは、個々人が持っ
ている価値観に差があるか
らです。
これを方程式で表すと、

y=a × xとなり、x(入力)が
同じでも、a(個人の価値観)
が違えば、y(行動パターン)
はバラバラとなります。
したがって、個人の価値

観を企業の価値観に統合し
ないと組織として纏まりま
せん。そこで、この方程式
を使って個人の価値観を企
業の価値観に統合すること
を考えました。

企業のメンバーにとっての欲しい価値観(a)を定
義し、その価値観が生まれるよう設計(×:掛算)して、
その仕事(x)をやらないと行動パターン(y)はバラバ
ラになると考えました。 (図3)

また、自律分散型組織において、個人の欲しい価
値観(能力)を5つ挙げました。
①挑戦意欲(モチベーション)
②自己反省(勇気、素直さ、学ぶ姿勢)
③姿勢(気付き、あせり)の強化
④役割(責任)の確認と向上心
⑤自律心(考える)
この5つの価値観(a)が生まれてくるように、どう
いう仕事の設計をするべきかというところから、
Step Up 500を考えたのです。
司会　その仕事(x)との関係は、どのようにお考え
でしょうか。
福嶋　まず、評価体系は、挑戦意欲が出るように事
前評価で、モチベーションにつながる政策の導入が
必要です。また、仕事の結果は、勇気を持って素直
に事実を見る、そうすると学ぶ姿勢が生まれて自己
反省につながりますが、そのためには、どういう結
果を表現すればよいかを考えて、データ系、文書情
報などのツールを設計しています。姿勢の強化には、
仕事の原点化を図ると、相対比較のレベルが一緒な
ので｢自分は一寸遅れているかな｣と焦ったり、｢自
分は気付かなかったが彼は気付いている、これはい
けないな｣とか、共通土壌を作っているので議論の
中で気付くことがあります。役割の確認と向上心は、
まさに相互の納得性が高くて、向上意欲に結びつく
評価制度を持たないとできません。自律心について
は、優れた質問をすることによって考えるという行
為が生まれるわけであり、上司は、いかにしたら、
部下を考えさせるような優れた質問ができるように
なるかを常にトレーニングしています。
この仕事のやり方を進めていくと、理屈や概念で
はなく、具体的なオペレーションを重ねていくこと
で能力(a)が高まってくると考えました。この5つの
能力(価値観)が上がるような仕事の設計をすること
が経営トップに課せられた最大の仕事であり、使命
だと思っています。

司会　本日のお話は、顧客関係性重視の考え方、営
業マンのノウハウ共有の仕組み、それから、個人の
価値観を企業の価値観へ融合する企業文化の変革、
この3つがポイントだったと思いますが、ナレッジ･
マネジメントの視点から見るといかがでしょうか。
根来　ナレッジ･マネジメントという言い方をした

時に、非常に重要
だと思うのは、一体
何をマネジメントす
るかという点です。
恐らく、仕組み
をマネジメントす
るのだと思いま
す。具体的なノウ
ハウなどをマネジ
メントすると理解
してはいけないと
思います。情報の
共有が進むように
とか、ナレッジ化
を進めるために、あるいは、行動が変わるように、
目標･評価･活動の仕組みをマネジメントすることが
本質なのだと思います。その仕組みに当たるものが、
営業マンに与えられた4つのコースであり、あるいは、
それに対応した評価システムであると考えられます。
元々、ナレッジ･マネジメントという言葉では、

何をマネジメントするのか不透明なところがあっ
て、本当は｢ナレッジ･システム･マネジメント｣とい
う表現の方が適切な言い方なのかも知れません。
今日の話は、丁度その話になっていて、ナレッ

ジ･システムをマネジメントする事例になっていた
と思います。
司会　人間系重視と
いうことがよく言わ
れています。異能の
人々の多様な持ち味
をうまく引き出し
て、仕事につなげる
という、人のマネジ
メントの要素もある
と思われますが、い
かがでしょうか。
根来　人を直接マネジメントすることはできなくて、
あるいは、するべきではないのであって、マネジメン
トできるのは、評価システムであり、営業方針の作
り方や目標の作り方であり、あるいはノウハウの共
有の仕方でしょう。そうした仕組みをマネジメント
することで、間接的に人の行動に影響を与え、結果
として、意識や文化が変わっていくのだと思います。

◇
司会　今日は、光伝導機(株)様の関係性を重視した
経営の考え方、具体的な戦略の展開を通して、ビジ
ネスの現場でのナレッジ･マネジメントの姿を探っ
てきました。企業文化の変革を目指して、ユニーク
でドラスティックな展開を試みられていますが、非
常によく考えられており、ナレッジ･マネジメント
の今後を占うという意味で、かなり本質に近づいた
議論ができたのではないかと思います。司会の不手
際で、お聞きしたいことを、たくさん残してしまい
ましたが、示唆に富んだお話を伺わせていただきま
した。本日は、長時間にわたるご討論、本当にあり
がとうございました。

ユニシス・ニュース
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③姿勢(気付き、�
　あせり)の強化�

④役割(責任)の確認�
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図3 組織風土改革の方程式

■光 伝導機株式会社

◆伝送･原動機器、FA機器、空油圧機器などを主に取
り扱う専門商社。｢対面販売｣による営業活動をベー
スとして、個別ユーザへの直接販売を中心に幅広い
商品を扱っている。
◆所在地＝京都市南区吉祥院石原京道町1-1
◆代表者＝福嶋　猛社長
◆創業＝1947年5月
◆売上高＝230億円(97年度)
◆従業員＝265人

光 伝導機本社
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ナレッジ･マネジメントが話題になって久しい。
その関心も当初のベストプラクティスの共有･移転
から学習や思考による価値の創造へと重心が人間軸
にシフトしてきている。
しかし、昨今、マスコミや各種セミナーなどでも、
一時ほど騒がれなくなってきている。これは、Eビ
ジネスやビジネス･モデル特許など、別の話題が出
てきたことにも一因があるが、いわゆるカズム状態
にあるとも考えられる。ナレッジ･マネジメントは、
一時的な流行としてこのまま終わってしまうのか、
それとも、本物として新たな飛躍があるのか、非常
に興味深いところである。
今回の鼎談は、こうした背景認識のもと、ナレッ
ジ･マネジメントの本質は何か、を探る狙いがあっ
た。当日は、原点に返り、現場に学ぶという姿勢で
臨んだせいか、鼎談というよりは、インタビューの
ような形になってしまった感があるが、そのことが
かえって、理論や概念の空中戦でなく、より本質を
浮き彫りにしたと思う。
鼎談のポイントは、顧客、パートナー、社員など
いわゆるステークホルダとの関係性重視の考え方、
顧客価値の提供を通して得た営業マンのノウハウ共
有の仕組み、個人の価値観を企業の価値観へ融合さ
せる企業文化の変革の3つに集約できる。これらの
背景には、信頼、学習する組織、対話の場など、ナ
レッジ･マネジメントのキー･ファクタが実践的に埋
め込まれていた。

関係性重視の考え方は、顧客との長い付き合いで
築いてきた信頼関係の中にナレッジがあると捉える
ものであり、同様にパートナーや社員との間にも、共
鳴や共感など、関係性を通したナレッジが存在する
という捉え方である。それは“私とあなたの間にある
ナレッジ”という意味で｢二人称の知｣であり、二者間の
相対的な｢関係知(Relational Knowledge)｣である。(図)
これに対し、個人が単独で保有しているナレッジ
という意味での｢一人称の知｣がある。主観的で身体
的な｢暗黙知(Tacit Knowledge)｣と客観的で科学的な
｢形式知(Explicit Knowledge)｣であり、両者
の組み合わせによる4つの知識変換パター
ン(共同化、表出化、結合化、内面化)を体
系化した知識創造モデル(SECIモデル)で
有名になった。
もう1つ、市場ニーズや社会評価など外
部環境に関わるナレッジは、｢三人称の
知｣と捉えられ、これが｢市場知(Market
Knowledge)｣である。
価値の意味が、製品やサービス自体が
持つ機能価値から、受け取り側の評価に
依存する情報価値にシフトする中、新た
な価値の創造にとって、この相対的な関
係知が重要な役割を担うようになってき
た。それは、深いコミュニケーションに
よって、コンテキストの共有濃度を高め

るような信頼関係を築くことが必須になってきたこ
とを意味している。
顧客の求める価値を追求し、顧客との面談や社内
での会議という対話の中からその解決策を発見･創
造し、提供している光伝導機(株)のアプローチは、
その良い事例である。

価値を中心にして、創造的な方法で解決策を見つ
けることができる企業は、変革にも対応していける。
この鼎談を企画中に、変革と伝統に絡んで、一子相
伝の話が出たことがある。辞儀は、奥義のすべてを
我子の1人だけに伝えて他に漏らさないことである
が、福嶋社長の話では、｢京の老舗では、10の奥義
(メニュー)のうち、伝統を守り、製法も素材も、
まったく変えないのは1つか2つで、残りの8～9は創
意工夫して、味や器を変えたり、メニューの一部を
入れ替えたりする｣という。｢そうしないと、お客様
に飽きられてしまい、暖簾そのものが守れなくなっ
てしまう｣からである。
このことは、伝統を守り、かつ存続していくため
には、不断の変化への対応が必要であることを物語っ
ている。
これは、ビジネスでも同じで、現有のコアコンピ
タンスを基本にしてアウトソーシングやインソーシ
ングを検討したり、将来の競争力の獲得を計画した
り、という変革への取り組みが重要な戦略となる。
特に、将来への対応は、メニューの入れ替えのよう
に、一見矛盾する改革と改善を同時に進める必要が
ある。すなわち、二者択一的に選択するのではなく、
両方を同時に実行し、将来の競争力に備えるパラド
キシカルな意思決定が必要になる。

IT革命が流行語になっている。その意味は多様で、
単なるIT分野の変革から、情報社会の経済効果まで
千差万別であるが、ナレッジ･マネジメントの視点
からは｢ITをテコにしてナレッジを価値に変換する
ビジネス革命｣と捉えることができる。
農業革命や産業革命では、生産手段の変化が技術

基盤を一変させ、社会構造に革命的な変化をもたら
してきた。現在は、工業中心の産業社会からサービ
ス(ボランタリ)中心の知識社会への移行期にあり、
知識交換基盤としてのITと価値生産手段としての人
間が注目されている。
知識経済が進む中で、ITが頭脳労働の代りを務め
ている状況も見受けられるが、本質的には、知識の
創造は人間の創造力によるものであり、ITはそれを
支える知的な道具として位置付けられる。この視点
を見失うと、形式知の共有中心の模倣的なナレッ
ジ･マネジメントに留まる危険性をはらんでいる。
価値ベースのナレッジ･マネジメントは、人間を
中心に置き、模倣と創造のバランスをとったものと
なる。

知識社会では、ビジョンや価値観に従って、ナレッ
ジや技術を組み合わせ、創造性を発揮し、企業価値
を高めることが求められる。それは、統制や服従で
はなく、支援や信頼により、人の｢持ち味｣を上手く
引き出し、それを仕事に活かしていくことであり、
そのためには、それが見える(気付く)ようにする動
機付け(モチベーション)と結果の公平な評価がポイ
ントになる。それは、上司の優れた質問や同僚との
公正な競争となって現れてくる。
こうした行動環境が、個人の考え方や態度を変化
させ、自発性を喚起するストレッチを根付かせ、内
部からの継続的な変革のエネルギーとなる。そして、
企業文化の変革に繋がり、職場のにおいを創り出す。

光伝導機(株)は経営ビジョンとして、｢Knowledge
Creating Company｣を掲げておられるが、その実際
は、顧客への提供価値を定義し、それに応えるソ
リューションを追求するという、価値ベースの活動
であり、むしろ、ナレッジを価値に変換する｢Value
Creation Company｣といえる。
企業文化の変革を目指して、社員に多大なものを
要求し、しかも、非常に厳しい内容にもかかわらず
これまで順調に進んできた背景には、福嶋社長のや

さしさがあることが窺えた。厳しい顔と
やさしい思いやり、これが、深い信頼関
係が生まれた秘密かもしれない。この信
頼関係なくしては、成功は覚束なかった
であろう。
光伝導機(株)の事例は、社員数が少なく、
経営トップがすべての社員の顔が見えて
いるからできたのであろうか、経営トッ
プの人柄に拠るところが大なのであろう
か。大企業において、同様のことが果た
して可能であろうか、それは、どのよう
な展開すれば良いのだろうか。｢個を活か
し、自己変革を続ける企業｣は、非常に興
味深いテーマである。
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流通業界では、今、消費低迷の長期
化からローコストを指向する物流シス
テムの再構築が急務となっている。物
流センターの新設･統合、倉庫内業務
の情報システム化など、物流システム
の仕組み革新によるコスト削減、サー
ビス向上への取り組みが鋭意推進され
ている。
新たな物流システム構築の中心的課
題は、物流作業の効率化、在庫削減、
配送効率化などによる物流コストの削
減であり、物流品質の向上、リテー
ル･サポートの強化によっていかに
サービス向上を図るかにある。
こうした中で和気産業でも、受発注
業務の80％近くはすでにEOS(電子補
充発注)で処理するなど、早くから情

報システム化に取り組んできた。さら
にクライアント／サーバ･システムの
導入など、システムの高度化を図りつ
つ、庫内作業の合理化と出荷精度の高
い物流を追求してきた。
DIY業界の物流の特徴は、取扱商品
の多さと、商品形態の多様さにある。
和気産業においても、その扱い商品の
種類は5万点、定番商品は2万点にのぼ
る。また自社ブランド商品も5千点
扱っている。こうした小口･多品種の品
揃え、多種多様な商品特性は人海戦術

の作業を要求することが多く、システ
ム化を困難にしてきた。
しかし近年、小売店側からは発注か
ら納期までのリードタイムの短縮化、
ジャスト･イン･タイムの納品の要請な
どがますます強まっている。このため、
ローコスト･オペレーションの追求、
物流品質の向上に向けて、システム化
の一層の高度化が急務となっている。

を掲げている。
同社の取引先
(300数十社･約
3,000店舗)、仕
入先(約300社)と
の間で、受発注
情報、出荷情報、

同社のシステム化は、90年代初頭に
は、在庫、受発注などの基幹システム
の整備が終了している。その後、①完
全な自動発注の実現、②納品率の向上、
③作業効率の向上、④検品精度の向上
など、庫内作業の合理化と出荷精度の
向上を目指した取り組みが続けられて
きた。
95年には物流システム再編成プロジェ
クトを立ち上げ、さらなる精度向上が
目指された。その1つが入出荷機械検
品システムである。このシステムは、
滋賀県に新設の物流管理センターを手
始めに福岡へも拡大し、現在、東京、
大阪の物流センターへ展開中である。
入荷検品システムの特徴は、商品入
荷の入口で正確に確認すると同時に入
荷処理も行う点にある。ケースものの
入荷は物流コード(ITFコード)で、バ
ラ入荷はJANコードで検品し、商品を
確認してホスト･コンピュータへ送っ
て入荷計上する。
出荷検品は受注に対し、ホスト側で
在庫を引き当て、出荷予定データを物
流サーバへ送信する。これがHT(ハン
ディ･ターミナル)に落とされ、作業員
はHTで指示された棚番の商品をピッ
キングして数量を確認する。ここでも
1回のピッキングで検品も同時に行う
ことによって作業量が従来から半減し
ている。こうした努力によって正確な
出荷精度が確保されるようになった。
高い正確性を確保すれば“ノー検品”
が実現するわけでその実現は近い。

和気産業では、今後の物流改革に向
けた柱としてネットワーク技術の活用

支払情報を共有することで、“ノー伝
票”を実現するのが狙いである。
DIY(ホームセンター)という業態は、
顧客に懇切な商品説明やアドバイスを
行って販売を進めるところに特徴があ
るが、現実にはバックヤードの検品作
業などに時間をとられ、十分には実現
していない。
そこで物流品質向上と並んで、小売
店へのリテール･サポートの一環とし
て和気産業が取り組んでいるのが
SCM(Shipping Carton Marking：梱包明
細情報)とASN(Advanced Ship Notice：
事前出荷通知)である。その狙いは小
売店側が顧客への対面サービスの時間
を確保できるよう、検品やその後の事
務処理を効率化することにある。
SCMは、出荷商品の梱包のラベル

に納品情報を記載しておき小売店側で
はラベルをスキャンするだけで検品が
完了する仕組みである。
一方、ASNは、出荷した梱包には何
が入っているか、小売店側に事前に通
知しておき、あらかじめ要員の手配や
入荷作業の準備をしておけるようにす
るものである。検品すべき商品とネッ
トワークからの事前出荷通知とが結び
つくことでピッキングや仕分け作業が
効率化されるだけでなく、情報が検収
から支払いまで切れ目なく流れ、ノー
伝票での処理が実現する。
ネットワークを介してのこうした情
報交換は、ほとんどEDI(電子データ交
換)の実現である。同社ではこれを来
年早々の実施に向けて準備を進めてい
る。
情報管理部長田坂　哲氏は、｢SCM、
ASNの実施には、取引先、仕入先との
ルールの取り決めなど具体的に詰めて
いく必要があるが、すでに数社の取引
先との間で試行済みであり作業の効率
化、コスト削減、サービス向上の決め
手として早急に実施したい｣と語って
いる。

ユニシス・ニュース
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和気産業では、卸業務の生命線である物流業務の抜本的な改革を目指して、

｢新物流システム｣を構築し、庫内物流作業の効率化、出荷精度の向上を図り

“ノー検品”を目指し、さらに来年2月を目途に、“ノー伝票”を狙って取引

先とのEDI(電子データ交換)を業界に先駆けて構築する予定である。

◆1922年(大正11年)、家庭･建築金物の
卸商社として創業。いち早くDIY時代
の到来を感知し、業界に先駆けてDIY
をブランド名にした商品群の開発を続
けている。現在、工具、建築･接合金
物、補修材･建材･インテリア、エクス
テリアなど多様な商品を扱うホームセ
ンター用品の卸売業を展開している。

◆所在地＝大阪府東大阪市南上小阪10-
32

◆代表者＝和気澄子社長
◆売上高＝180億円
◆従業員数＝250人
◆事業所＝国内7、海外1
◆使用機種＝HMP NX4800-311、USファ
ミリ×2、U6000×2など

｢新物流システム｣を運用
庫内作業の合理化、出荷精度を向上し
ローコスト･オペレーションを目指す

流通ソリューション

和気産業

■和気産業株式会社

ローコスト･オペレーションの追求
物流品質の向上が課題

基
幹
業
務
シ
ス
テ
ム�

オ
ン
ラ
イ
ン
送
受
信
管
理
機
能�

ピッキング機能�

出荷検品機能�

SCM（Shipping Carton Marking）�

入荷検品機能�

後値付機能�

積込処理機能�

先行値付機能�

マスター管理機能� 作業進捗管理機能�

出荷予定情報�

入荷予定情報�

SCM情報   出庫実績情報�

梱包数情報�

入荷実績情報�

物流センター外観

新物流システムの構築で
庫内物流業務の効率化を図る

図1 新物流システム概要図

ネットの活用で
さらなる物流革新に挑む

HMP NX4800-311

フレームリレー� 物流サーバ�
UNIX

作業進捗�
マスター管理�

ピッキング機能�
ピッキングリスト�

PSS�
インストア�

出荷検品機能�
ハンディ�

タッチパネル�
異形�

後値付機能� 積込処理機能�
荷合わせ�
絵符発行�

入荷検品機能�
ハンディ�

先行値付機能�

図2 新物流システム構成図

田坂　哲氏



8

新学社では、97年に2000年問題対応
を契機として情報システムの抜本的な
改善を柱とする業務改革プロジェクト
を策定した。その狙いは、汎用機で動
いていた基幹業務の販売管理系システ
ムや給与システム、会計専用機で処理
していた経理システムなどを“誰もが
容易に使いこなせる時流に即したシス
テムに作り替え、業務効率を向上させ
る”にあった。
この目標実現のために、全システム
をWindowsNTで作動するオープン･シ
ステム環境に統一することになり、①
販売管理系についてはNTベースのシ
ステムとして作り込む、②経理と人

事･給与系についてはパッケージを採
用し、その標準機能をモデルとして使
用することにより業務改善を図る、と
いう方針が打ち出された。

情報システム
部 副部長 芝山
一氏は、｢この
方針に則り、98
年2月に10ベン
ダにシステム提
案を募って、ま
ず4社に絞り込み、さらに検討した結
果、経理と人事･給与システムについ
ては日本ユニシスのパッケージ
『System21』を採用することに決めた。

その理由は、①WindowsNTベースの
C／S型システムであり、②会計情報
システムと人事･給与はもとより、再
構築する販売管理系システムとも容易
に情報連携が図れる、③特に会計シス
テムは、時代を先取りした機能で設計
されており、これに仕事の仕組みを合
わせていけば当社の業務プロセスの改
善も短期に実現できると考えたから
だ｣と語っている。

同社の旧経理システムは、会計専用
システムを使用した独自の方式で処理
されていた。例えば、汎用機から打ち
出された紙ベースの財務会計データを
OCR帳票に書き換え、それを会計専用
機に投入して仕訳け作業を行う。その
他の一般会計や手形管理などの管理資
料も、紙で出力されたデータをPCに
再入力して作成するなど、手作業主体
の処理が行われていた。給与もホスト
での計算結果を会計専用機に再投入し
て処理されていた。このため、決算処
理に多大の期間を要することなどが問
題点として挙げられていた。
そこで、｢System21会計情報システ
ムの標準的な処理方式を手本として、
これまでの仕事の流れや仕組みを変え
ていくこととした。そのために、まず
はノンカスタマイズで導入し、その機
能に仕事を合わせる形で業務改善を進
め、最終的にどうしても必要とされる
部分だけカスタマイズ要求を出し、本
番に移行するという方式で挑んだ｣(芝
山氏)。

その結果、会計データ入力から一般
会計処理まで一連の流れを電子的に処
理する次のような仕組みが確立された。
①京都本社への会計データ一元管理
②債務計上データと支払データの自動
仕訳けによる一般会計との連動

③基幹系サーバ(原価関連)との連動
④人事･給与システム(給与･賞与)から
自動仕訳けによる一般会計との連動

⑤支払手形の手動から手形発行機によ
る発行

⑥月次決算のスピードアップによる経
営資料出力までの時間短縮
今後は、残る固定資産管理システム
の早期立ち上げを目指している。

人事･給与システムも｢System21｣に
よりC／S型システムに刷新した。
その狙いは、｢従前の給与システム
は、汎用機で稼働し情報システム部で
保守していた。しかし、法改正などで
給与制度が頻繁に変り、専門的な知識
が要求される。また、職能資格による
新人事制度も導入することになった。
そこで、人事･給与を担当する総務部
での完結処理を目指すことにした。同
部では、以前よりPCによる業務体制
となっていたため、NTベースの
System21人事･給与システムの採用を
決めた。勤怠システムについては、当
社固有の形態をとっているので、新た
に機能を追加してもらった｣(芝山氏)。

新人事･給与システムの概要は次の
とおり。
①勤怠システム

社員が出退社時にカードをタイム
カード読取機に読み込ませるため、勤
怠の集計作業が不要であり、自動的に
給与の残業手当に反映される。
②給与システム

控除データは期間指定で登録でき、
昇給･賞与データは考課システムから
受け取る。また会計システムと連動し
て給与･賞与処理による仕訳データを
会計システムに受け渡す。さらに給与
支払実績を汎用的に抽出し、Excelで
自由に加工できる。
③考課システム

職能資格等級制度に対応しており、
昇給シミュレーション機能で昇給原資
の最適配分、賞与シミュレーション機
能で賞与原資の最適配分ができる。
④人事システム

人事基本項目に全社員の顔写真を登
録することで、人的資源の最適配置な
ど社員情報の有効活用が図れ、また人
事情報を汎用的な条件で抽出しExcel
で自由に加工できる。
その効果について、｢当社はこれま
で考課のためのシステム化がなされて
いなかったが、考課機能の活用で有効
な新制度対応が図れた。また、Excel
と連動の汎用検索の活用で総務部管理
者によるスピーディな管理資料の作成
が可能になった｣(芝山氏)としている。
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新人事･給与システムの概要

情報システムの改善を核に
業務改革プロジェクトを推進

経理／人事･給与業務は｢System21｣
を採用し業務改革を推進

人事･給与は総務部での
完結処理を実現

System21会計情報は
ノンカスタマイズで採用

データ入力から一般会計まで
電子的に処理する仕組みを実現

家庭学習教材｢ポピー｣

京都本社�

LAN(TCP／IP)

経理部�

基幹系サーバ�

総務部�

人事･給与･勤怠サーバ�会計サーバ�

銀行�

FB

会計、人事･給与、勤怠用PC

勤怠システム�

勤怠システム�

勤怠システム�勤怠システム�

…�

…�

…�

WAN(専用線)
128KB�
(64KB)

東京支社�
会計、勤怠用PC

会計、勤怠用PC

会計、勤怠用PC徳島支社�

九州支社�
LAN(TCP／IP)

LAN(TCP／IP)

新学社
学習教材の出版を行っている新学社では、経理システムと人事･給与シス

テムをWindowsNTベースのC／S型システムに一新し、稼働を開始した。

これは日本ユニシスのC／S型業務ソリューション｢System21会計情報シス

テム｣および｢System21人事･給与システム｣を導入して再構築したもので、同

パッケージの持つ標準機能に同社の仕事の仕組みを合わせることで業務プロ

セスの改善を図るなど大幅な業務効率向上を実現させている。

◆幼児から中学3年生までの学習教材の
出版／販売事業を展開している。
①学校学習教材＝全国の小･中学生を
対象にワークブックやテスト、ドリ
ル、問題集など3,000点以上の学習
教材を発行し、全国1,400余の特約
店を通じ販売
②家庭学習教材＝月刊の家庭学習教材
｢ポピー｣を、幼児向けの学習絵本か

■株式会社新学社 http://www.sing.co.jp/
ら中学3年生対象の教材まで、全国
770支部を通じて会員家庭に供給

◆本社＝京都市山科区東野中井ノ上町
11-39
◆代表者＝岩�幹雄社長
◆創立＝1957年(昭和32年)3月
◆資本金＝5,390万円
◆従業員数＝370人

経理システムと人事･給与システムを
｢C/S型システム｣に刷新

｢System21｣の導入で業務プロセスの大幅な改善を実現

会計／人事ソリューション

新経理／人事･給与システム概要図

芝山　一氏

新学社京都本社
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現在、靴製造業界は、①消費者ニー
ズの多様化に伴うライフサイクルの短
命化、②PL法に対応した一層の品質
向上、③発展途上国からの廉価製品の
輸入増などの課題を抱えている。これ
らの課題に対応するには、靴業界全体
の経営の近代化を図り、国際競争力を
強力に押し上げることが必要とされて
いる。さらにアパレル･メーカーが、
トータル･ファッションの一部として
靴製造業界に参入しており、日本国内
におけるデザイン性と製造スピードの
向上が今まで以上に要求されている。
オンリーワン社長 樹田 祥達氏は、

靴製造業界について、次のように説明
する。｢日本の靴メーカーの80％が集
中している兵庫県の長田･須磨地区の
状況を見ると、近代化が立ち遅れ、靴
製造において最も重要な工程である靴
底の型造りは、モデルを用いた倣い加
工で行われており、3次元CAD／CAM
を使ったモデル作成から金型製作まで
を一環して処理している会社は1社も
ないのが現状である。そこで、最新の
3次元CAD／CAMシステムとインター
ネット技術を連携させ、デジタル･エ
ンジニアリング環境を作り出し、それ

によって、靴製
造のスピードアッ
プとコストダウ
ンを図り、靴業
界全体の近代化
と競争力の促進
を使命に、今回
の新ビジネスを立ち上げた｣。

新ビジネスの立ち上げに当たり、日
本ユニシスをパートナーに選んだの
は、｢純国産の3次元ソリッドによる統
合CAD／CAMシステム(CADCEUS)を
実現させた唯一の会社であり、その優
れた技術力と、当社のノウハウを活か
して、カスタマイズしていけば、日本
の靴製造業全体を活性化できる独自の
3次元CADシステムの実現が可能にな
ると考えたからだ｣(樹田社長)。
｢CADCEUS｣をベースに共同開発さ
れた｢ModelMaker｣は、次のような特
徴を持つ。
①靴底全パーツ(ヒール、ソール、
ウェッジ＊1、ストーム＊2)のデザイン
が可能
②CADの知識がなくても、パソコン画
面上の業務専用メニューをクリック
するだけで、“ユーザ･ライセンス取

ModelMakerによる
モデリング作業と

試作モデル

得～起動～デザイン開始～終了～配
信”までの一連の作業を自動化し、
デザイナーはデザイン業務に専念で
きる仕組みの提供

③感性にあったデザイン･モデルを対
話型で、パソコン上に創生すること
が可能

④完成デザイン･モデルは、オンリー
ワン社のセンターサーバに保管する
ことにより、部分修正や次回類似品
作成に活用することが可能

オンリーワンでは、｢ModelMaker｣
を靴／ファッション･メーカーにレン
タルし、Webを介して靴底のデザイン
から金型製作まで支援するEビジネス
開始した。＜初回登録料5万円、レン
タル料5万円／月額(4年契約)。販売権
は日本ユニシスで、エンドユーザには、
代理店を通じての販売を計画＞。
その仕組みは、次のとおり。 (図)

①ソフト使用契約を結んだ靴メーカー
は、足型情報を提供し、それを数値
データとしてオンリーワン側のデータ
ベース･サーバ(型紙DB)に保管する

②靴メーカー側で起動のメニューをク
リックすると、その日の使用ライセ
ンスがWeb経由で自動的に与えられ
必要な型紙データを取り込む

③靴底パターン(ヒール、ソール、ウェッ
ジ、ストーム)の中からデザイン化
する項目を選択すると、雛形モデル
が表示されデザイン検討、形状変更、
形状評価を行う

④併せて、オンリーワンが保有する最

新海外ファッション情報データベー
ス(オプション：海外主要6都市の情
報、2万円／月額)を参照してデザイ
ン検討が行える
⑤デザイン終了メニューをクリックす
るとメーカー側で作成されたデザイ
ン･モデルをWeb経由で、オンリー
ワンのサーバに自動送信する
⑥オンリーワンの専門家が最終修正を
加えた上で、完成モデルに仕上げる
⑦オンリーワンでは、試作モデル(ラピッ
ド)を作成し、メーカー側に提示する

⑧メーカー側の承認を得てから、Web
経由で金型工場にモデル･データを
送り、独自のアルミおよび特殊セラ
ミック金型製法にて実製作に入る
(注：以上の製法は、ビジネス･モデル
として現在、特許申請中)

このサービスによって、これまで靴
底金型製作に3～6週間／25～50万円要
していた製作期間と費用が、5日間／9
万円へと飛躍的に削減できる。
すでに、兵庫県内のみならず全国か
ら800件を超える問い合わせがあり、
54社114台が契約を締結している。

樹田社長は、今後の展開について次
のように語っている。
“ModelMaker”によるEビジネスは、
当面、靴製造業界を中心に全国展開し、
3次元CAD利用を浸透させて、諸外国
に真似のできない靴造り体制を確立さ
せていきたい。次いで、靴底のみなら
ず、例えば、すでに引合いがきている
タイヤ、ゴルフクラブ、自転車のサド
ルなど、他のモデル作成もできるもの
へと機能を拡張し、製造業全体へ、そ
れもグローバル市場を視野に入れた形で
のEビジネスへ展開していきたい｣。
[注]
＊1 ウェッジ：土踏まずまで一体型のおわん

型のヒール
＊2 ストーム：厚底にするための芯材

ユニシス・ニュース
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オンリーワン
兵庫県靴産業復興のため、発足したベンチャー企業であるオンリーワンは、

日本ユニシスと共同で靴製造プロセスにおいて、デジタル化が遅れていた靴

底設計を短期間でデザイン可能とする3次元CADソフト『Model Maker』を開

発した。また、同社は、同ソフトを導入した契約ユーザ(靴メーカー、アパレ

ル･メーカーなど)がデザインしたデータをWeb経由で取り込み、デザイン支

援、靴底試作モデルおよび金型を製作して、ユーザに提供するEビジネスを7

月より開始した。

なお、｢ModelMaker｣は、日本ユニシス提供の次世代統合CAD／CAMシス

テム｢CADCEUS｣をベースに開発されたもので、CAD知識がなくてもPC上で

容易に扱える専用メニューと業務に特化したコマンドを装備している。

◆全身測定機の開発および足型測定機の
開発･販売、オリジナル3次元CADソ
フトの開発およびレンタル事業、金型
製造およびモデル型製造のベンチャー
企業。

■オンリーワン株式会社 http://www.only-1.co.jp
◆所在地＝神戸市長田区細田町7-1-9
◆代表者＝樹田祥達社長
◆設立＝2000年1月
◆資本金＝9,975万円
◆従業員数＝27人

｢CADCEUS｣をベースに世界初の
3次元靴底型設計用CAD｢ModelMaker｣を開発
Web上でデザイン･モデルおよび金型製作を支援するEビジネスを開始

製造工業ソリューション

デジタル環境を創出し、靴業界
全体の近代化促進を使命に

靴底全パーツを対象とした世界
初の3次元CADシステムを実現

インターネットを利用した
新事業を開始

金型成形の期間とコストが
従来の4分の1で可能に

今後はグローバル市場を相手に
ビジネス展開を図る

次世代統合CAD／CAMシステム

オンリーワンCAD&Webサーバ� ＊靴メーカー/ファッションメーカー設置�Model Maker

　　型紙･ラスト(足型)�
CAD化サービス�

ライセンス･管理DB

会社別型紙DB

A社�
B社�
・�
・�

最新シューズ�
コンテンツDB

会社別デザイン完成�
データDB

Web経由�

RAPID/金型工場�

修正･変更�

起動･ライセンス自動取得�
（認証後24Hライセンス発行･稼働チェック）�

型紙データ取り込み�

デザイン検討�

デザイン開始�
ヒール、ソール、ウェッジ、ストームのデザイン�
・パーツ選択�

業務専用メニュー�
を順番に指示�

デザイン終了指示･自動データ転送�

オンリーワンのビジネス･モデル

樹田祥達氏
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前号(2000年7月号)にて、第四の潮
流｢ビジネス･モデル(ビジネス･メソッ
ド：事業手法)特許の出現｣と表現し
た。確かに、ビジネス･モデル特許は
これまでのソフトウェア特許の一形態
であるといえるが、ここまで注目され
るのは、米国からIT(情報技術)による
新しいソフトウェア知的財産戦略が動
き出したからである。
以下は､米国でのビジネス･モデル特
許侵害事件の代表的な事例である。
◆ステート･ストリート銀行事件

米国のシグネチュア社が持つ｢ハブ
とスポークス金融サービスのための
データ処理システム｣(米国特許
5193056：93年3月に成立)の特許は、
経済法則を利用したもので、複数の投
資信託の資金(Spoke)を単一のポート
フォリオ(Hub)にプールして、経済的
スケール･メリットによる資金管理の
節約とパートナシップでの税法上のメ
リットをもたらすものである。
米国ステート･ストリート銀行は、

本件特許の無効の確認訴訟を提起した
が、大方の予想を裏切り敗訴した。特
許を専門とする米国連邦控訴裁判所
(CAFC)は、数学的アルゴリズムで
あっても発明が、useful(有用)であり、
concrete(具体的)で、かつtrangible(有
形)の結果を生み出すならば、認めら
れないわけではない(認める)とした。
この判決を契機に、ビジネス･モデル
特許の関心が急速に高まった。
◆AT&Tとエクセル社事件

1999年4月に、CAFCがAT&Tと長距
離電話会社のエクセル社との間で争わ
れてきた裁判で、長距離電話の受信者
が自社と契約しているかどうかを記録

しておき、発信者の顧客獲得マーケティ
ング活動に役立てるシステムである
｢電話システム用メッセージ記録｣(米
国特許5333184：94年7月に成立)をビ
ジネス･モデル特許として認めたので
ある。
◆アマゾンドットのワン･クリック特

許侵害事件

1999年10月21日、ネット書店大手の
アマゾン社は、同業のバーンズアンド
ノブル社がネット販売に関する特許
(米国特許：5960411：99年9月に成立)
を侵害しているとしてシアトル連邦地
裁に提訴した。いわゆる｢ワン･クリッ
ク特許｣といわれるもので、顧客がイ
ンターネット上で買い物をする際に、
顧客名、クレジット番号および送付先
住所などを一度入力しておけば、2回
目以降の買い物にはこれらの情報を入
力しなくてすむようにする技術であ
る。シアトル地裁は、異例の速さで提
訴後41日目の同年12月1日に、アマゾ
ン社の請求を認め、ワン･クリック技
術の使用を禁止する仮処分を下した。
その後バーンズ社のウェブサイトの
｢簡易申込みボタン｣が消された。
◆住友銀行：振込処理システム特許

一方、我が国においても、日本の金
融機関として初めて住友銀行が2000年
2月に金融ビジネス･モデル｢振込処理
システム(パーフェクト)｣(特許第
3029421：98年10月に出願)の特許を取
得した。この特許は、企業が顧客の入
金状況を自動的にインターネットを通
じて銀行照会できるシステムで、これ
まで企業が入金明細を手作業で顧客元
帳とつき合わせていた事務作業を自動化
したものである。

第四の潮流である｢ビジネス･モデル特許の出現｣は、ITがもたらす新しいソフト

ウェア知的産業経済時代の到来を意味する。それは、ソフトウェアがアンバンド

ル化され、新しいビジネスを確立した時代に匹敵するものである。

◆丸満：婚礼引き出物の贈呈方法特許

さらに、驚くべきことに(株)丸満の
｢婚礼引き出物の贈呈方法｣のビジネ
ス･モデル特許(特許第3023658：96年7
月に出願)が2000年1月に成立したこと
である。この特許は結婚婚披露宴で渡
す引き出物を、あらかじめ贈呈者(新
郎新婦など)が祝い金に応じて品物を
選び、｢群分けして引き出物明細を記
入した引き出物グループ欄を有する贈
呈者リスト｣に従って、贈り届け日に
任意の手段(宅急便等)にて届ける贈呈
手法である。

特に先進的なITを活用しているわけ
でもなく、特許法第2条の｢自然法則を
利用した技術的思想のうち高度なも
の｣としての発明に該当するのか理解
し難い面がある。単なるアイデアに近
い｢事業手法の特許｣であるかに思える
が､贈呈者リストに特許性があると考
えられる。
このようにソフトウェア知的財産の
｢価値の範囲｣は、狭義のソフトウェア
の範囲を超えて、ITの発展とともに、
新しいソフトウェア知的産業経済の時
代の到来を感じさせる。

米国のビジネス･モデル特許の襲来
により、日本のIT関連産業は振り回さ
れているのは事実である。近年のビジ
ネス･モデル特許に対して、｢ビジネス
の手法を安易に認めるべきではない｣、
｢審査期間をもっと短縮すべきだ｣、
｢例外的に権利保護の期間をもっと短
くすべきだ｣といった意見も多く出始
めているのも事実である。
今、ITを戦略的に活用している多く
の企業やソフトウェアメーカー、コン
ピュータ･ベンダなどのIT関連企業は、
ビジネス･モデルの出願に積極的に取
り組み始めている。それは、ビジネ
ス･モデル特許がこれまでのクロスラ
イセンスを中心とした｢守りの特許｣か
ら、新しいビジネスが生まれ積極的に

マーケティングする｢攻撃的特許｣にな
ると考えるばかりか、もし、委託開発
(購入)したソフトウェアや情報システ
ムが、ある日突然、特許侵害の宣告を
受けたとしたら、ソフトウェア･メー
カーの責任として対応を考えるからで
ある。
しかし、この米国のビジネス･モデ
ル特許の襲来を、単なる新たなソフト
ウェア知的財産戦略の侵攻と受け止め
るべきではない。むしろ、日本のソフ
トウェア知的財産ビジネスの国際競争
力強化のチャンスとして受け止め、ビ
ジネス戦略の見直しからはじめるべき
である。これまでの安易な模倣や物マ
ネは、もはや通じなくなり独創的なア
イデアが求められる時代である。

現在、日本にはソフトウェア知的財
産の適正価額を評価し市場流通させる
制度はない。特許流通センター等によ
る知的財産の情報サービスや取引市場
の支援など部分的には見受けられる
が、充分にその機能を果たしていない。
ソフトウェア知的財産の市場流通に
は、保護システムの機能を図りつつ流
通制度そのものを確立させることが必
要である。市場流通の制度と一口に
いっても、なかなか実現するものでは
ない。米国のソフトウェア知的財産を
基盤とした経済の繁栄やソフトウェア
貿易の国際戦略での成功は、このよう
なソフトウェア知的財産や情報システ
ムの市場流通と資金の還流を実現して
いるからである。
その一方で、ソフトウェア知的財産
を保護システムが充分に機能しなけれ
ばならない。例えば、日本のソフトウェ
ア特許の審査基準は非常に狭い範囲に
なっている。ソフトウェア特許をはじ
めソフトウェア媒体特許やビジネス･
モデル特許など、ことごとく米国から

の特許に追随して審査基準を改正、対
応している状況である。また、特許審
査にも非常に時間がかかっており、も
し特許侵害訴訟になって損害賠償を求
めたとしても、裁判に時間が掛かり過
ぎて、結果的に勝訴しても特許の効果
が得られないまま小額の損害賠償に終
わってしまうことが多い。これでは特
許保護にはならない。
そこで、侵害に対する差止請求や損
害額の立証要件の緩和、侵害者への罰
則強化等の法的保護の強化が求められ
る。インターネットをはじめとする、
国際的な情報通信時代となり、そのス
ピードが差別化の重要な要素なるので
ある。そして、ITが刺激となって、遅
れる日本のソフトウェア知的技術の育
成とソフトウェア知的財産ビジネスの
活性化の政策が今必要なのである。

2000年8月1日第472号

●ソフトウェア知的財産の戦略的ビジネスの活性化�
●ITをベースとした知的産業の育成�
●知的財産の保護を図りつつ取引市場の政策的制度の確立�

●ソフトウェア特許･著作関連情報提供�
●ソフトウェア知的財産の人材育成�
●ソフトウェア知的財産取引市場活性化�
●ソフトウェアを担保とする融資保証�
●先進ソフトウェア開発技術の育成など�

●プロ･パテント政策の推進�
●ソフトウェア特許審査制度見直し�
　新型特許への迅速な対応�
●TLO(技術移転)の促進、税制面での�
　支援策など�

ソフトウェア知的財産の創生と流通の強化� 行政面での制度･政策�

戦略的ビジネスとなるソフトウェア知的財産の国際的潮流に思う
ITが創り出す新たなソフトウェア知的産業経済時代の到来(最終回)

松田技術士事務所
技術士(情報工学)／博士(国際公共政策) 松田貴典氏

サービス
アドバンスト･コンサルティング･サービス（31）

激増するビジネス･モデル(事業手法)特許

独創的なアイデアが求められる時代へ

求められるソフトウェア知的産業育成策

日本のソフト知的財産の国際戦略の見直し
－ITが刺激するソフト知的産業経済の時代　

UN
[参考文献]
＊1 星野 友彦著｢ビジネス･モデル特許の衝
撃｣ 日経コンピュータ9.13 1999
＊2 松田貴典著 ｢日本におけるソフトウェア
知的財産戦略の見直しとその価値評価と
市場流通の重要性｣ 大阪大学経済学 第49
巻第3･4号2000



11

ソフトウェア構成は図1のとおりで
ある。管理ツール、処理追跡、イン
ボックス･リスト表示などのモジュール
が中心に位置付けられているが、この
モジュールもSEOを使って作られてお
り、アプリケーションの一部として作
動するようにすることができる。
アプリケーションが、ホスト･マシ
ン連携、レガシー･システムとの連携
となると、Mercatorのようなデータを
容易に変換してくれるEAIツールとの
連携を導入することになる。開発の手
法はクライアント／サーバ版の開発と
変わらないが、システム全体で見ると、
バックエンドで連携するビジネス･オ
ブジェクト連携が主体の開発となる。
クライアント／サーバのワークフ

ロー･システムと、大きく変わる点は
Webブラウザをクライアント･ソフト
ウェアとしユーザ･インタフェース
(U I )をHTMLで記述するため、
Staffwareのフォームの定義をそのまま
使用することはできないことである。
従来のクライアント／サーバ版の開
発でも、複雑な伝票を回覧するときに
は、UIとしてVisual BasicやExcelなど
でフォームを作成しStaffwareのクライ
アント･ソフトウェアと連携していた
が、Web版ワークフロー･システムで
は、この部分をFrontPageやVisual
InterdevなどのWeb開発環境を使って
開発することになる。

HTMLフォームの生成部分の開発を
補助するツールとしてクライアント／
サーバで定義した処理手続きを、Web
の環境に移行するものを用意してあ
る。Webの環境に移行されたものは、
図1のインボックス(ワークキュウ表
示)と連携するようになっている。ま
たOutlook2000などからURLでリンク
し処理することもできる。

前回はStaffware社がStaffware2000をEAI(Enterprise Application Integration)の重

要な一部と位置付け、イメージング、文書管理、コールセンター、イントラネッ

ト、その他の関連技術やアプリケーションとのインテグレーションを容易に実現

することが可能なようにSEO(Staffware Enterprise Object)を提供してきたことを説

明した。また、Staffware SEO(Staffwareのサーバ機能のすべてをObject Modelと

して使用できるようにしたもの)の適用を伝票回覧系のワークフロー･システムに

当てはめてみた。

今回はWeb化ワークフロー･システムの構築と、mCommerceへの適用の例とし

て携帯電話との連携について説明する

Web端末としての携帯電話の普及、
携帯電話用のWebコンテンツの有効性
がクローズアップされており、Web閲
覧型携帯電話サービスの基本形はすで
にできあがっている。携帯電話のWeb
端末の機能を使ってmCommerceの
サービスが展開されているが、
Staffware2000のインターネット技術を
携帯電話に適用してみる。
携帯電話用Webブラウジング方式の
種類は大きく分けて、HTTP方式と携
帯端末専用のWAP(Wireless Application
Protocol)方式がある。
●HTTP方式

HTTP方式はNTTドコモの｢ｉモー
ド｣やJフォングループの｢J-スカイウェ
ブ｣などのサービスで、コンテンツ記
述 言 語 も H T M L 互 換 の C -
HTML(Compact -HTML)やMML
(Mobile Markup Language)が用いられ、
携帯端末側に搭載するブラウザは、パ
ソコン用Webブラウザと同等の基本機
能を持つ。

●WAP方式

WAP方式は携帯端末からのアクセ
ス･ポイントにWAPゲートウェイ･サー
バを設置する点がHTTP方式とは異な
る。WAPは、通信速度やリソースが
少ない携帯端末専用に開発されたプロ
トコルでデータを圧縮して転送するな
ど、効率よく通信が行えるようになっ
ている。
コンテンツの記述はHTMLをベース
としたものではなくWML (Wireless
Markup Language)をベースとした
HDML(Handheld Device Markup
Language)が使われる。HDMLはWeb
コンテンツ記述言語としては、ほぼ世
界標準で、日本では日本移動体通信
(IDO)、第二電電(DDI)、DDI-セル
ラーグループ、ツーカーグループなど
の携帯電話のインターネット接続、
Web閲覧サービスがWAP方式を採用
している。
タグを使用してテキスト形式でコン
テンツを記述していく点はHTMLと似
ているが、HTMLとの互換性はほとん
どない。携帯電話からナビゲーション
がしやすいようにソフトキーの使用が
可能なほか、ページが切り替わる度に
ファイルをダウンラインロードしない
で済むように、1つのHDMLファイル
に複数ページのコンテンツが記述でき
る。
●WAP方式での開発

これから説明する携帯電話の連携は
WAP方式を用いている。WAP方式は
HTTP方式と違い
通常のWebサーバ
では開発できない
ために、コンテン
ツを開発するため
の携帯電話のシミュ
レータがある。
このシミュレー
タを使うことによ
り開発PCの中で
HDMLのコンテン
ツの開発ができ
る。
ワークフローの

ルート定義は、非常に簡単なものにし
てあり図2のようなルート定義になっ
ている。
起票者の上司が急な出張などで不在
となった場合、ある時間の経過後、上
司の携帯電話に照査依頼のメールが出
され、それを見た上司が携帯電話の
Web機能を使ってインボックス(ワー
クキュウ)の処理を行うというもので
ある。
処理機能は承認、保留、差し戻し、
転送などの機能が実現できるが、携帯
電話では転送機能などが重要な機能
で、処理を他の人に依頼することがで
きるので、情報不足で判断できないよ
うな場合情報を入手できる人に判断を
委ねることができる。
携帯電話の表示は携帯電話のシミュ
レータのものである。 (図3)

4方向キー、ソフトキー、数字キー
などを使って、操作することになるが、
TVやVTRのリモコン操作と同様なた
めに、PCを使って操作するよりも親
しみやすいともいえる。

◇
eProcessを支えるStaffware2000のイ
ンターネット技術を紹介したが、最後
にStaffware社のCEOジョン･オコーネ
ルの次の言葉を載せて、今回の説明を
終わる。
“顧客がEビジネス･プロセスを短期間
に導入することをパートナーとともに
支援し、Eビジネス･プロセス最適化
の世界のリーダーになること”。

ユニシス・ニュース
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Eビジネス成功について語る際に必
ず用いられるキーワードの1つに、
｢One to Oneマーケティング｣がある。
D.ペパーズ、M.ロジャース共著とな
る書籍｢One to Oneマーケティング｣が
1994年(国内は95年)に出版されると、
｢One to Oneマーケティング｣は、マス
マーケティングを超えた新たな顧客関
係管理に関するマーケティング手法と
して、大変なブームが起きた。
そのブームは、Eビジネスの規模拡
大とともに、ますますヒートアップし、
現在では、“Eビジネスの成功=One to
Oneマーケティング実施”として語ら
れるまでになっているのは衆知のとお
りである。
このOne to OneマーケティングをE
ビジネスにおいて、最も効果的に、か
つ最短の準備期間で実現するためのソ
フトウェアが、今回ご紹介する米
BroadVision社開発となる｢BroadVision
One-To-One Enterprise｣(以降ブロード
ビジョンと表記)である。
BroadVision社は、1993年米国で設立
された企業で、現在までに全世界で
650社を超える導入実績を持つEC製品
の老舗的企業である。
ブロードビジョンの開発において

は、当初より｢One to Oneマーケティ
ング｣手法の提唱者であるD.ペパーズ
とM.ロジャースの両氏が、顧問とし
て参画しており、多くの人間から賛同
を得たこのマーケティング手法がIT技
術を利用することにより、一層効果的

に展開されるための助言を行っている。
主たるブロードビジョン･ユーザと
しては、Sony(Europe)、HallMarkなど
の企業が知られている。これらの企業
サイトのほとんどは、大量のアクセス
を受け付ける大規模なものであり、一
般的にも、Eビジネスにおける成功
事例として語られる機会が多くなって
いる。
筆者は、5月末に米フロリダ州オー
ランドにて開催されたBroadVision社の
ユーザ･カンファレンスに参加したが、
全世界24カ国から1,600名を超えるユー
ザ、ベンダ、関連企業がこの催しに集
い、大変な活況を呈していた。多くの
ハードウェア･ベンダ、関連ソフト
ウェア･ベンダ、そしてコンサルティン
グ･ファームがBroadVision社の支持を
表明し、One to Oneマーケティング、
強いて言えば、Eビジネス成功のキー
を握る製品として、ブロードビジョン
が広く市場に認知されていることを改
めて思い知らされた。

現在、米国では、顧客1人ひとりに
対して、企業がその購買嗜好に応じた
情報を提供できるようなソフトウェア
をパーソナライゼーション･ツールと
総称している。このカテゴリのソフト
ウェアは、さらに利用目的別に、次の
2つに区分されている。
◆ Rules-Based 製品

・従来のソフトウェア開発と同様に、
ロジックを作成し、これにマッチし
た個人への情報提供を行う。
・対象者の情報を多く得られ、より決
め込んだ情報提供、顧客管理を行い
たい場合に適する。
◆ Collaborative Filtering 製品

・統計的技術を用いて、顧客への最も
適当な提供情報を推論する。
・対象者の情報がさほど多くない場合
に、不明の部分のプロファイルを予
測して、情報を提供する。

ブロードビジョンは、前者の製品群

の最も代表的な製品であり、顧客のサ
イト訪問履歴、アンケート回答履歴、
購買履歴といった利用者がサイトに残

した足跡をベースにした、よりヒット
率が高いマーケティングの実現を目指
すものである。

ブロードビジョンは、One To Oneエ
ンジンを中核に、高機能な開発用ツー
ル、マーケティング･ツールを組み合
わせたEビジネスの総合開発／実行環
境(ソフトウェア)である。この基盤の
上で、お客様に独自のアプリケーショ
ンを開発、利用していただくのである
が、お客様の早期アプリケーション開
発を可能とするための5種のアプリケー
ション(消費者向け販売／企業向け販
売／金融／ナレッジ･マネジメント／
ビリング)が用意されている。
ブロードビジョンの機能上の主要な
特徴は次のとおりである。
①ルールマッチングによる、個人化

ページ生成

・ビジネスルールを設定し、そのルー
ルにマッチした情報を持つ顧客に対
して、固有のWebページを生成して
表示

②きめ細かなルール設定

・多岐にわたるルール設定(プロファ
イル、コミュニティ、イベント、
セッション、システムに基づくルー
ル設定)が可能

③電子メール自動配信

・Webによる個人化ページ生成と同様
に、個人化された内容を持つ電子
メールの自動発信が可能

④｢INTERACTION MANAGER｣による

高可用性

・Webサーバに該モジュールを組み込
むことで24時間365日稼働を実現す
る高可用性を保証

⑤CORBAアーキテクチャによる拡張

性

・システム基盤として分散システム実
現に優れたCORBA ORBを採用する
ことによって、APサーバ、DBサー
バをシステム特性に合わせて柔軟に
拡張することが可能

⑥豊富なツール群－Command

Center、Publishing Center、Instant

Publisher

・簡単にルール設定を行える
Command Center、簡単にコンテン
ツ管理を行えるPublishing Center、
簡単にコンテンツ配信を行える
Instant Publisherなど、各種ツールが
整備されており、開発者、マーケティ
ング担当者の作業負担を軽減

日本ユニシスは、BroadVision社との
間でパートナ契約を締結、5月よりブ
ロードビジョン製品の販売を開始し
た。アライアンス･ビジネスの開始に
当たり、5月12日にはBroadVision社
CEOであるピーフォン･チェン氏の訪

問を受け、当社Eマーケティング部門
の責任者である鳥居常務他と今後の国
内市場におけるビジネス展開に関する
情報交換を行った。
また、日本ユニシスでは、このブ

ロードビジョンを利用したお客様との
コミュニケーション･
サイトを@3(アット
キューブ)を7月より立
ち上げている。
現在では、限定され
たお客様に対する情報
提供サービスである
が、今後、多くのお客
様との間で、インター
ネット経由でのコミュ
ニケーションを深めて
いく計画である。
日本ユニシスにおい
ても、お客様との関係
維持をベースとした
Eビジネスの成功のた
めに、ブロードビジョ
ンの活用が始まって
いる。
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Eビジネス以前のシステム開発は、
フロント･オフィスやバック･オフィス
の効率化に主眼においていた。十分な
時間とコストをかけることで効率化を
実現し企業基盤を強化していった。し
かしながら、このような状況で培われ
たシステム開発の方法は、Eビジネス
に要求されている速さに対応するには
不十分であると考えられる。なぜなら、
速く開発することより、良いものを
じっくり開発するということに重点が
おかれていたからである。
この違いを理解せずに、これまでの
やり方で開発期間を短くしようとし
て、うまくいかなかったケースが少な
からず見受けられている。例えば、こ
れまで開発期間を短縮するために多く
とられた手段は、並行開発と要員の投
入であるが、この場合の並行開発は、
日程計画的なレベルに留まって
おり、要員の投入はこの前提の
上に成り立っていた。
そのため、実際のシステム構
造と計画の間に乖離が生じ、プ
ロジェクトをコントロール不可
能な状態にしていたわけである。
Eビジネスに要求される開発

の速さを実現するには、プロジェ
クトを管理可能な状態とする必
要があると考える。管理可能な
プロジェクトは、システム開発

これらの基準をもとに、現在、短期
間で開発するケースについて考察す
る。システムを早期に実現する手段と
しては、いくつかの選択肢があると考
えられるが、ここでは3つに分類する。
それぞれ、①パラメータ型のパッケー
ジ、②新たなビジネス･モデルに対応
するため、ある程度システムを作り込
む、③ECサイト構築用に提供され始
めているコンポーネントをベースとし
たパッケージを採用することである。
(1) パラメータ型パッケージ

このケースでは、目的とするビジネ
ス･サービスにパッケージがほとんど
適合していることが前提となる。この
前提を満たす限り期間短縮へのリスク
は、ほとんどないといえる。すでに、

Eビジネスでは、新たなビジネス･サービスを適切なタイミングで市場に投入す

るために、IT(情報技術)の活用が重要な位置を占めている。そのためシステム開発

においては、ビジネスのスピードに追随できる速さ(俊敏さ)を持つことが重要であ

る。本紙では、そういったシステムとはどのような特徴のものなのか、どうすれ

ば実現できるのかについて述べる。

上に明確な基準を持つことにより実現
する。この基準を超えるか超えないか
がシステムの成否を判断する限界点で
あり、この限界点を持つことで管理可
能とする。
その1つとして、開発上のリスクに
対する基準を明確にする。特に、技術
リスクと要求リスクに重点をおく。技
術リスクは実現するシステムのアーキ
テクチャに対応し、要求リスクは要求
どおりのものができているかをビジネ
ス上の価値へ対応させる。
もう1つは、開発の並列性を確保す
る基準である。先に述べたスケジュー
ル表上の並行開発のような単純に横並
びに機能を開発していくということで
はない。統合可能なアーキテクチャと
独立性を確保できるプロセスを持つこ
とを基準とする。 (図)

パッケージとしては全体としての整合
性が取れており、アーキテクチャも検
証されているので、十分にリスクが回
避されているといえるからである。
またビジネス･サービスへの適合度
についても、ギャップ分析を行い、そ
れをパラメータと対比させる手順を踏
むことである程度基準が確立されてい
ると考えられる。この場合の限界点は、
パラメータ以外のカスタマイズを行う
かどうかという基準である。この基準
を超えた場合、本来パッケージの持つ
安定性や機能の恩恵を十分に得ること
ができなくなる。
しかし、現実にはこの点が考慮され
ずに開発を進めてしまい、その結果、
開発がうまくいかなくなるケースが見

受けられる。この場合、なぜパッケー
ジを使用するのかという点についての
認識はあるものの、何がリスクなのか
が明確に意識されていないことが原因
となっている。少しぐらいカスタマイ
ズしても一から作るよりいいだろうと
いう考えが、結局終わらない開発を引
き起こすのである。
このタイプのパッケージでは、パッ
ケージが前提とするアーキテクチャの
変更や、パッケージとして整合性が取
れているサービス内容の変更が発生す
ることそのものが、回避すべき開発上
の最大のリスクである。
(2) システムを作り込む

このケースでは、要求に合わせてシ
ステムを作ることができる反面、多く
のことに対応しなければならない。例
えば、システムを実現するためにどう
いった製品を採用するのか、組み合わ
せは問題ないのか、といったことや、
アプリケーションの構築のためにどう
いう開発体制をとればいいのかいった
ことである。
この場合の限界点は、アーキテク

チャの確立と開発方法の決定である。
アーキテクチャはシステムがどう実現
されるかを示したものであり、この点
が不安定な状態ではシステムそのもの
が実現できないし、開発方法を明確に
しなければ並列性を確保することがで
きないからである。
ユニシスの提供するシステム開発方
法“LUCINA”では、この限界点への
解決策の1つを示している。
LUCINAでは、アーキテクチャを中
心に据えた開発を行うようにしてい
る。開発プロセスは反復的であり、
アーキテクチャを洗練することでリス
クを制御する。また、あらかじめ必要
とされる要員のスキルを示すことで要
員投入に関する基準を設け、段階的な
開発プロセスと、アーキテクチャを組
み合わせることにより、実現可能なレ
ベルの並列性を確保している。
さらに、初期のアーキテクチャ設計
に対するリスクとコストを削減するた
めに事前にアーキテクチャを定義して
いる。そこでは事前に検証された開発

プロセスと実行環境が付随する。あら
かじめリスクを制御可能とすることと
開発プロセスを持つことにより、期間
短縮に対応する。
ただ、このタイプの開発ではシステ
ムを作り込んでいく以上、どうしても
短縮可能な期間には限界がある。そこ
で要求リスク(＝ビジネス上の価値)と
の対応付けを考える。これは、ある時
点においてどこまでビジネス･サービ
スができていれば効果が出るか、とい
うことを基準として持つことである。
ビジネス･サービスの投入時期に重点
をおくことでビジネスの価値を判断し
て開発を進めていく。
つまり開発要求となっているすべて
の機能を一度に作るのではなく、効果
のあると思われるものからリリースし
ていくのである。これへの対応として
LUCINAでは、マイルストーンを設定
し繰り返し開発を行うこと、アーキテ
クチャを早期に確定すること、さらに
段階的に構築可能とする仕組みを提供
することにより対応しようとしている。
(3) コンポーネント型パッケージ

この場合は、最初からカスタマイズ
を前提にしており、アプリケーション
を構成するコンポーネントのカスタマ
イズ方法とその基準を示している。例
えば、新しいサービスでもビジネスの
基本的な構造はほとんど変化がないと
いう前提に立つことで、そのモデルを
論理構造としてあらかじめ提供し、そ
の範囲でカスタマイズを許すようなも
のがある。どちらかといえば、カスタ
マイズではなくモデルを拡張すること
により新しいサービスを実現していく
形である。
プログラム的にはインタフェースの
実装を記述する場合や、すでにあるク
ラスを継承して差分を記述するといっ
た手法を取ることにより実現する。こ
の場合の限界点は、どこまでがパッ
ケージとして保証された部分であるかであ
る。パッケージが保証する範囲であれ
ば、追加、拡張が可能であるが、保証
していない範囲までカスタマイズが及
んだ場合、パラメータ型パッケージの例
と同様のことが発生するからである。

ここまで、開発を速くするシステム
の特徴と、その実現手段について考察
を行った。短期間で開発するときにこ
そ、明確な基準によりプロジェクトを
制御し開発を進めなければいけない。
適切なリスク管理とアーキテクチャ、
および開発プロセスを持つことで、俊

敏な開発を実現可能とすることができる。
さらに、良いものをじっくり作ると
いう発想から、良いものがあれば調達
し最大限活用する、活用にあたっては
限界点を知る、といった発想への転換
こそが開発を速くし、ビジネス効果を上
げるためのポイントであると考える。

ユニシス・ニュース

2000年8月1日第472号
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日本ユニシス情報システム(UIS)は、
独自のネットワーク網(U-net網)を全国
に展開しフレームリレー･サービスに
代表される基本通信サービスやEDI
サ－ビスを企業向けに提供してきた。
そうした中、インターネットが世界的
に普及し、インターネットの基本プロ
トコルであるTCP／IPプロトコルを利
用したIPネットワークが注目され、企
業内ネットワーク(イントラネット)で
利用され始めた。
同様に、系列会社や取引先など同じ
グループで接続するエクストラネット
においてもIPプロトコルが注目され始
めたが、IPネットワークをビジネスに

使用することは、企業内の自営網では
ともかく、インターネットのような共
用網では、ネットワークの信頼性、セ
キュリティ、性能について問題があり
多くのユーザがその導入を躊躇してい
た。このため、ユーザは、“ビジネス
で使用できる安全なIPネットワーク”
の出現を渇望していた。
こうした中、専用線やフレームリ

レーに比較して安価なリモートLAN接続
サービスの提供とEDIサ－ビスの高速
化対応を目的に、98年7月から企業向
けIPネットワーク･サービス｢U-net I／
Eネット･サービス｣の提供を開始した。

I／Eネット･サービスは、
①インターネット技術(WWWサーバ、
ブラウザなど)を利用した情報ネッ
トワーク｢イントラネット／エクス
トラネット｣を短期間で構築できる
②アクセス回線として、固定電話、
ISDN、PHS、携帯電話など、すべ
てのダイアルアップ接続が可能で、
モバイル･コンピューティングや
SOHOなどの新しいネットワーク環
境を容易に構築できる
③ネットワークでのユーザID／パスワー
ドに加え発信者電話番号によるユー

ザ認証、およびIPカプセル化(トン
ネリング)により、他からの不正ア
クセスを防止する
サービスである。
このように、I／Eネット･サービス
は高速かつ柔軟な接続性と高品質なセ
キュリティ機能を提供する。
また、アクセス･ポイントまでの電
話料金についても第一種電気通信事業
者との提携により、格安な電話料金か
つ全国均一電話料金を実現しユーザの
好評を得ている。 (図1)

I／Eネット･サービスを有効に活用
しているユーザ事例を紹介する。
◆本高砂屋の｢店舗情報システム｣

同社は、1877年(明治10年)神戸市内
で和菓子の製造･販売を開始し、60、
70年代以降、主力商品である｢エコル
セ｣をはじめ｢マンデルチーゲル｣、｢モ
ンロワ｣といった有名な洋菓子を相次
いで発売し、現在は関西を代表する和
洋菓子メーカーである。
従来のシステムではハンディ･ター
ミナルと音響カプラー(200bps)を使っ
て発注データの送信を行っていた。ま

た、販売店では、入居しているデパー
トの公衆電話を通信手段として利用し
ていたため、伝送中は店員が売場から
席を外すしかなく売上機会ロスとなっ
ていた。
そこで、新ネットワーク･システム
導入に際し、
①店員が売場から離れずに発注データ
が送れること
②従来の販売店からの発注データ送信
だけでなく、本社から多数の情報入
手を可能とするための高速ネット
ワークであること

③今まで本社
で行っていた
ネットワーク
運用の負荷
軽減が可能
なこと

④通信費用が
安価である
こと

などが条件と
なった。
これらの条

件を満足する
ネットワーク
としてI／E
ネット･サービ
スを導入し、
現在は販売店
からの発注情
報や勤怠情報
などの送受信
を携帯端末
(ザウルス＋
PHSなど)を利
用して行って
いる。
このサービ

スの導入により通信費用が20％削減さ
れるなどの効果を上げている。 (図2)

◆ 伊藤ハムの｢営業所･直売店ネット

ワーク･システム｣

同社は、全国の専門店･量販店を担
当する約200カ所の営業所、および約
200にのぼるデパートの直売店を展開
している。
従来、営業所と本社との通信は

9.6Kbpsのパケット交換サービスで行っ
ていたが、社内のイントラネット化
が進んだことにより、高速かつ安価な
通信手順の導入が不可欠となり、I／E
ネット･サービスを採用することと
なった。導入に至ったポイントとして、
①距離に関係なく、全国一律料金で
64Kの高速通信が可能(INS64、PHS)な

ため、通信コストが削減できる、②セ
キュリティ機能を実現するための認証
サーバを、自社で運用する必要がなく
運用負荷が軽減される、③I／Eネッ
ト･サービス上での認証により不正ア
クセスを防止できる、④本社側の回線
は専用線接続のため、営業所の新設や
データ量の増加に対して回線速度の
アップのみで対応可能なため回線管理
が容易である、などが挙げられる。
現在、直売店からの発注データや日
報の送信や本社、営業所とのメール交
換などに活用されている。特に直売店
についてはノート型パソコンとPHSに
よる高速モバイル通信(64Kbps)で利用
し、より利便性の高い情報通信手段と
して活用されている。 (図3)

IPプロトコルについては、すでに多
くのハードウェア／ソフトウェアが製
品化されており、ユーザは容易にIP
ネットワークを利用する環境を構築す
ることができる。
また、I／Eネット･サービスの特徴
の1つに、フレームリレー網とのゲー
トウェイ機能がある。全国各地に点在
するデータ量の少ない事務所はI／E
ネット･サービスを利用し、データ量
の多い支店はフレームリレー･サービ
スを利用して本社イントラネットに接

続する。この場合ゲートウェイ機能を
利用することによりセンター側回線を
1回線に集約できる(図1参照)。
こうした利用回線の特徴を活かした
効率的なネットワークの構築が行え、
運用負荷の軽減、コストの削減を実現
できるのがI／Eネット･サービスの最
大のメリットである。
現在このI／Eネットは約40社のユー
ザが利用しており、約5,000端末が稼
働している。
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日本ユニシスは、日本オラクル株式会

社(社長：佐野力氏)より、多数のオラク

ル･パートナーの中で昨年度顕著な実績

を挙げた企業として、7月5日以下の賞

を受賞した。

◆ Certified Oracle Engineer of the

year

デファクト･スタンダードといえる

Oracleデータベース技術者認定資格制

度｢Oracle Master｣の新規取得数

No.1(1,169名)の実績と、Internet時

代に対応したERPパッケージ｢Oracle

Applications｣の認定コンサルタント新

規取得数No.1(63名)の実績に加え、

データベース、アプリケーション両面で

Oracle製品利用技術に関する最優秀

パートナーに与えられる栄誉。

日本ユニシスの技術者の3人に1人が

Oracle Masterの資格を、またOracle

Applicationsに携わる約8割の技術者

がCertified Consultantの資格を持ち、

高品質のサービスを提供している証とい

える。

◆Oracle Applications CAI of the

year

Oracle Applicationsを補完する

Oracle社認定パートナ製品(CAI)の昨年

度最優秀製品として、日本ユニシスが開

発した｢FaSet FA(日本税法準拠、固定

資産管理システム)｣が製品の完成度、市

場インパクトの両面で高く評価され受賞

した。一昨年、昨年に続き、今回のダブ

ル受賞は、世界の標準技術の上でお客様

に高度な付加価値を提供するSolution

Creators日本ユニシスの姿勢と実績が

客観的に評価されたものといえる。

日本ユニシス
“Oracle Award 2000”をダブル受賞

メジャー大会で活躍する

ユニシスのスコアリング･システム

日本ユニシス情報システム

インターネット屋外映像広告システム
『SV-net』事業をアウトソーシング

タイガー･ウッズの圧勝で終わったメ

ジャー･トーナメント、第100回全米オー

プンで、今年もユニシスのスコアリン

グ･システムが活躍した。全米オープン

へのサポートは16年前から。この大会

で、ユニシスは、全出場選手のスコア、

パット数、パーオン率、フェアウェイ

キープ率などを瞬時に集計し、テレビ、

プレス、ウェブを通して世界中で見守る

ゴルフファンに提供した。グリーンサイ

ドで待機する多くのボランティアの協力

も得て、わずかなミスも許されずに、リ

アルタイムで情報収集、集計、提供する

スコアリング･システムには随所にユニ

シスのテクノロジーが生かされている。

また、21年前からのサポートを続け

ている全英オープンでは、昨年に引き続

いて、ユニシスが開発した｢ウィンド･ス

ベンチャー企業のシグマ システム シ

ンク株式会社(社長：安達はん氏)は、屋

ティック･

システム｣

も提供。同

シ ス テ ム

は、風向き

と風力を電

子 的 に 測

定･表示し、

テレビ観戦

の楽しみを

一層向上さ

せた。

なお日本

ユ ニ シ ス

は、この2大会に加え、全米シニア･オープ

ン、全米女子オープン、全英女子オープ

ン(8月20／21日予定、テレビ朝日系)

などのテレビ番組を提供した。

外のスクリーンにインターネットで配信

したコンテンツを表示する新時代の広告

システム｢SV-net｣を、今年9月から開

始する。これに伴い日本ユニシス情報シ

ステム(UIS)が、IT分野のコンサルテー

ションおよびシステム開発と、配信セン

ター業務をアウトソーシング受託する。

｢SV-net｣は、静止画、動画などのデ

ジタル･コンテンツをインターネットで

配信、放映表示する屋外映像広告システ

ム。同システムは、従来メディアに比べ、

地域性の排除、リアルタイムな情報切替

更新、ローコスト化、広告効果の容易な

把握を追求した新時代の広告ビジネス･

モデルとして、シグマ システム シンク

が独自に企画開発したもの。

これを受けてUISは、｢SV-net｣の中

核であるコンテンツの編集、配信をはじ

め、販売時間枠の管理や視聴者反応を収

集･管理するポータルサイト (SV -

net.com)の立ち上げなどUISの得意分

野であるIT技術を駆使したシステム開発

から、システム運用までのアウトソーシ

ングを担当する。

これらのシステムは、UISのインター

ネット接続サービス(U-netSURF)を利

用しUISのアウトソーシング･センター

に専用サーバを設置し、SV-netセン

ターとして運営する。

｢SV-net｣は、｢SVビジュアルタワー｣

と呼ばれる屋外に設置した最大300イ

ンチの大型スクリーンに広告を映写する

システムで、今後大都市圏を中心に約1

万台設置する予定。広告映像上には、誰

もが記憶しやすいIDを表示しているのも

大きな特徴。広告映像を見た視聴者が、

より詳細な情報を求めてSV-net.comに

アクセスし、それを入力することによっ

て広告の効果が把握できる。またアクセ

ス情報は、センターで集計の上クライア

ントに提供され消費者ニーズの把握な

ど、新たなマーケティング展開に役立て

ることができる。

日 本 ユ ニ シ ス は 、 最 新 の

WindowsNT／2000で稼働する健康保

険組合向アプリケーション･パッケージ

｢KenpoWave21｣を開発、販売を開始

した。

日本ユニシスは、従来からオフィス･

サーバによる健康保険組合向のアプリ

ケーション･パッケージを販売、業界トップ

の約400システムの実績がある。この

実績とノウハウを生かし、さらに介護保

険制度に対応させた低コストなパソコン

専用パッケージを開発したもの。

｢KenpoWave21｣は、健康保険組合

向の各業務システムをパソコンの特性に

合わせ、データ更新や運用方法、操作性、

汎用性･拡張性、安全性を全面的に見直

し、まったく新たに開発したもので、特

に財政悪化と介護保険制度導入などによ

る事務量の増加、複雑化に悩む健保組合

の事務効率を改善するとともに、低コス

トでの運用を実現した。主な特徴は、

①パソコン専用パッケージを採用するこ

とで低コストかつ短期間でのシステム

構築を実現

②パソコン運用時において最も重要とな

るトラブル時のリモート･メンテナン

ス機能や度重なる法改正に迅速に対応

するサポート･サービスの提供

③システム構造の三階層化を図り大規模

で大量の業務処理にも柔軟に対応

④帳票内文字検索が可能な帳票プレ

ビュー、帳票イメージの電子保存と

いったペーパーレス指向、健保職員に

よる個別ニーズに威力を発揮する帳票

内容のExcel連携機能搭載

などで、パソコンでの業務システム運用

に最適な機能とサービスを提供する。

また対象となる業務は、

①被保険者の個人基本情報の管理から保

険料の計算、告知、収納を行う適用業務

②レセプト、現金給付、柔道整復師、保

険事業等の給付金計算と履歴管理、統

計処理を行う給付業務機能

③各種決議書の入力から各種帳簿の作

成、残高管理を行う経理業務

④監督官庁への提出様式を直接作成する

月報業務や決算業務

⑤各種データより次年度予算編成を行う

予算書作成業務

など、健保業務全般をカバーしている。

さらにこれらの各業務間に必要なデータ

は連携しており、業務効率の大幅な向上

と標準化が可能。

｢KenpoWave21｣の使用料は必要な

機器、ソフト、法改正に基づくシステム

改修などを含み月額17万円程度から。

ユニシス・ニュース

2000年8月1日第472号

　ユニシス・ニュースに関する�
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健保組合向パソコン･パッケージ
｢KenpoWave21｣発売

全英オープン中継を演出する
｢ウィンド･スティック･システム｣

(写真提供ABC)

授賞式でクリスタルの盾を受け取る当社鳥居常務

SVビジュアルタワー
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旅行業界の競争激化やインターネッ
トの普及に伴い、旅行商品のネット販
売が急ピッチで進んでいる。日本旅行
でもインターネット･ビジネスに積極
的な取り組みを進めており、ネット販
売額は開始当時の98年度の2,000万円か
ら、99年度は前年比40倍の約8億円、
本年度は約20億円と急成長を見込んで
いる。今後は毎年倍増を予定し数年後
には500億円達成を目指している。
同社ホームページへのアクセスは

1日当たり15万ページ。人気ページは、
｢格安ツアー特集｣、｢宿ナビ･ザ･バー
ゲン｣という。｢旅行に関するものなら
日本旅行のワン
ストップ･ショッ
ピング｣を目指
し、ホームペー
ジの拡張も計画
している。
こうしたネッ
ト販売を支援す
るために、同社
では、インター
ネットで収集し
た新鮮･豊富な
宿泊施設情報を
商品開発や窓口
対応に活用し、
Web上にも公開

する｢RENネット宿泊施設情報システ
ム｣の運用を開始した。これによって
新規顧客開拓にも一段と弾みがつくも
のと注目される。

旅行商品販売のベースとなるのが宿
泊情報である。これまで宿泊施設情報
は、各旅館･ホテル側から“タリフ”
と呼ばれる調査用紙で同社に提供され
ていた。この情報は基幹システムであ
る｢QRシステム｣に取り込まれ、さま
ざまな局面で活用されてきた。
しかし、この紙ベースの情報収集･
配布の方式には多種多様な不具合が内
在し、以下のような改善策を講ずるこ

こうした狙いを実現するために開発
されたのが、｢RENネット宿泊施設情
報システム｣で、昨年12月から本稼働
を開始した。
システムの仕組みは下図のとおり。
＊宿泊施設情報の提供･更新

日本旅行の契約施設で組織する｢日
本旅行協定旅館ホテル連盟(日旅連)｣

に加盟するホテル･旅館などは、独自
のエクストラネット｢RENネット｣で宿
泊施設情報の入力･更新を行う。REN
ネットには約5,000軒の宿泊施設情報
が蓄積されている。
RENネットは、日本旅行のネット

ワークに接続され相互に情報交換を行
う機能を持たせている。さらに、日本
旅行のホームページを通して一般顧客
にも情報の一部が公開される。
＊イントラネットで最新情報を入手･

活用

RENネットに入力された宿泊施設情
報は日本旅行のイントラネットに複製
され、情報は全国300カ所の支店、仕
入れ販売センターのパソコンから随時
検索できるようになっている。
＊基幹の販売システム｢QRシステム｣

とも連動し、商品企画にも活用

イントラネットに蓄積された最新の
宿泊施設情報は、基幹販売システム
｢QRシステム｣に反映され、支店商品
企画部門からもアクセスできる。また、
全国600カ所の提携販売店もQR端末か
らアクセスできる。
なお、提携販売店からはインターネッ
トでアクセスできるようにシステムの
改良を進めている。

今回のシステムの運用による効果に
ついて、情報システム部チーフマネー
ジャー 平田 泰夫氏は、次のように
語っている。
｢宿泊情報更新のスピードアップと、
宿泊施設からのタイムリーな販売促進
情報の提供により、新鮮、正確でかつ
付加価値の高い宿泊施設情報を提供で
き、販売力強化に大きく貢献できるこ
ととなった。また、これまで全国288カ
所の支店に毎年配布してきた膨大な紙
タリフが不要になるため、紙代や印刷
代などのコスト節約額は年間で約
4,000万円になると予測している｣。
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日本旅行
日本旅行は、契約旅館やホテルの最新情報をインターネットで収集し、関

係部門全員がイントラネットで検索できる｢RENネット宿泊施設情報システ

ム｣の運用を開始した。

すでに、インターネットを使用している1,400の宿泊施設から順次情報入

力を開始し、2000年中には全国3,330カ所の施設に拡大する。

このシステムによって、宿泊施設情報だけでなく、館内のイベントや地域

の情報、お祭り情報など、時々の新鮮かつ豊富な情報を収集･活用でき、販

売支援に大きく貢献するものと注目される。

◆1905年(明治38年)創業。国内旅行｢赤
い風船｣／海外旅行｢マッハ｣、｢ベスト
ツアー｣などの商品を扱う、旅行業界
の大手。

■株式会社日本旅行 http://www.nta.co.jp
◆所在地＝東京都港区新橋2-20-15
◆代表者＝荘司晄夫社長
◆年間取扱高＝4,511億円(99年度)
◆従業員数＝4,659人(2000年4月)

宿泊施設情報、観光スポット情報などをネットで収集･活用する

｢RENネット宿泊施設情報システム｣で
販売力強化を実現

流通ソリューション

UN

ネットで収集･ネットで活用の
仕組みを構築

とになった。
＊紙ベース宿泊情報を電子化する

これまでの紙ベースの宿泊情報は、
全国の支店に配布され、各支店は30冊
にのぼるファイルを見ながら、顧客へ
の情報提供、見積作成などを行ってき
た。紙ベースではタイムリーな更新が
困難で、かつ情報量が膨大なため、手
間とコストがかかっていた。
そこで、文字情報中心の紙タリフに
写真･地図などイメージ情報を加え
データベース化を図ることとした。
＊最新情報を収集し品質向上を図る

施設情報の入力は各地区の仕入れ販
売センターを窓口にして行うが、その
更新は、タイムリーな情報更新は行い
にくいのが現実であった。そこでイン
ターネットを活用し最新情報を入手で
きる仕組みを構築することとした。
＊新鮮で魅力的な企画情報、観光情報

の収集体制を確立する

宿泊情報とは、具体的には施設の基
本情報(住所、電話、契約内容、客室
情報、交通など)、館内施設情報(食事
場所、浴場、飲食施設など)、宴会場
会議室情報、標準料金情報などである。
新システムではこれに加えて、トピッ
ク情報として宿泊施設独自のオリジナ
ル情報、例えば、施設独自のオリジナ
ル･プラン、館内イベント情報、特ダ
ネ情報、増改築情報、さらに地元の祭
り情報や地域情報などを収集しやすい
仕組みをつくり、商品開発や顧客への
情報提供に活用していくこととした。

急進するネット販売の基盤強化に
販売支援の強化、コスト削減を
実現

宿泊施設情報を電子化
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｢RENネット宿泊施設情報システム｣概要

旅館基本情報画面
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